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～ポストコロナを見据え、さいたま市の新時代へのシンカに取り組む予算～

政令指定都市として二十歳を迎えた本市が、大都市としての成熟を深めながら、
次なるステージへと飛躍するべく、ポストコロナを見据え、さいたま市の新時代
へのシンカに取り組む予算

＜令和５年度予算案４本の柱＞

（１）感染症や自然災害に備えた強靭な都市づくり
（２）ポストコロナを見据えたさいたま市の魅力づくり
（３）誰一人取り残さない持続可能でインクルーシブな地域づくり
（４）公民学共創と質の高い市役所づくり

１ 予算案の特徴

一般会計、全会計予算総額ともに過去最大の予算規模

6,690億円（前年度比 ＋317億円 ＋5.0％）

3,244億円 （前年度比 ＋7億円 ＋0.2％）

1,354億円 （前年度比 ＋49億円 ＋3.8％）

1兆1,289億円（前年度比 ＋373億円 ＋3.4％）

※ 会計ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と全会計の数値は一致しない場合があります。

〔歳 入〕個人市民税や固定資産税の増加による市税収入の増、地方消費税交
付金の増、普通建設事業の増加等に伴う市債の増

〔歳 出〕普通建設事業費の増、扶助費の増、電気・ガス料金の価格高騰によ
る光熱水費等の増

〔収支不足〕市税収入等の増により歳入が増加するものの、光熱水費等の増によ
り歳出も増加し、財政調整基金繰入金は前年度から増、市債（収支
不足対応分）は皆増

国の第２次補正予算に伴う出産・子育て応援事業や防災・減災、国土強靭化の
推進などについて、迅速かつ切れ目なく実施するため、令和４年度12月補正予算
から令和５年度当初予算までの16か月予算として編成

２ 予算規模

令和５年度当初予算の規模

一般会計

特別会計

企業会計

全会計

一般会計の主な特徴

令和４年度補正予算を含めた「16か月予算」

一般会計 【令和４年度】

12月補正予算

２月補正予算（案）

77億円

【令和５年度】

当初予算（案）

6,690億円

【16か月予算】

6,767億円

＋ ＝

令和５年度当初予算案のポイント
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（単位：億円）

※ 合計及び対前年度増減は、千円単位の額で算出しているため、表中（億円単位）の額で算出した額及び率と一致しない場合があります。

納税義務者数の増加及び個人所得の増加等の影響により市民税が増加するとともに、
家屋の新増築等による固定資産税の増加により、76億円の増

うち 市民税 1,574億円 （前年度比 ＋38億円 ＋2.5％）
うち 固定資産税 928億円 （前年度比 ＋29億円 ＋3.2％）

地方消費税交付金等の増により、41億円の増

うち 地方消費税交付金 326億円（前年度比 ＋44億円 ＋15.5％）

障害者自立支援給付事業やサーマルエネルギーセンター建設工事、新型コロナウイ
ルス感染症対策等に伴う国庫・県支出金の増加により、60億円の増

うち 国庫支出金 1,322億円 （前年度比 ＋28億円 ＋2.1％）
うち 県支出金 352億円 （前年度比 ＋32億円 ＋10.1％）

普通建設事業分及び収支不足対応分としての市債の発行増により、155億円の増

うち 臨時財政対策債 66億円（前年度比 △56億円 △45.9％）
うち 普通建設事業分 619億円（前年度比 ＋136億円 ＋28.3％）
うち 収支不足対応分 75億円（前年度比 ＋75億円 皆増 ）

歳入が増加するものの、光熱水費等の増加により2億円の増

＜財政調整基金残高推移＞ （単位：億円）

３ 一般会計歳入予算

款 令和５年度 令和４年度
対前年度

増減額 増減率

市税 2,845 2,769 ＋76 ＋2.7％
譲与税・交付金 510 469 ＋41 ＋8.8％
地方交付税 58 92 △34 △37.1％
国庫・県支出金 1,674 1,614 ＋60 ＋3.7％
市債 760 605 ＋155 ＋25.7％
うち臨時財政対策債 66 122 △56 △45.9％
うち普通建設事業分 619 483 ＋136 ＋28.3％
うち収支不足対応分 75 0 ＋75 皆増

財政調整基金繰入金 124 122 ＋2 ＋1.6％
その他 718 702 ＋17 ＋2.4％

合 計 6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％

市税 2,845億円（前年度比 ＋76億円 ＋2.7％）

譲与税・交付金 510億円（前年度比 ＋41億円 ＋8.8％）

国庫・県支出金 1,674億円（前年度比 ＋60億円 ＋3.7％）

市債 760億円（前年度比 ＋155億円 ＋25.7％）

財政調整基金繰入金 124億円（前年度比 ＋2億円 ＋1.6％）

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度

残高 残高 残高 残高見込 取崩額 年度末残高見込

227 225 303 261 124 137
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（単位：億円）

※ 合計及び対前年度増減は、千円単位の額で算出しているため、表中（億円単位）の額で算出した額及び率と一致しない場合があります。

職員数の増加等により、8億円の増

障害福祉サービスの支給や特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園
等）などの給付の増加等により、47億円の増

・障害者自立支援給付等事業の増 ＋39億円
・特定教育・保育施設等運営事業の増 ＋17億円

市債の利子支払額の増等により、6億円の増

市民会館うらわ新施設整備事業等により、188億円の増

・市民会館うらわ新施設整備事業の増 ＋58億円
・大宮駅西口第３－Ｂ地区市街地再開発事業の増 ＋52億円
・サーマルエネルギーセンター建設工事等の増 ＋33億円
・学校施設リフレッシュ工事等の増 ＋29億円
・東楽園再整備建設工事等の増 ＋21億円
・市立中学校体育館への空調機整備工事等の増 ＋12億円

電気・ガス料金の価格高騰による光熱水費等の増加や物価高騰支援の実施等により、
69億円の増

・光熱水費及び燃料費等の増 ＋42億円
・出産・子育て応援事業の増 ＋11億円
・自治体情報システム標準化対応業務による増 ＋9億円
・脱炭素先行地域事業の増 ＋8億円
・学校、保育所等の給食用食材の物価高騰支援の増 ＋7億円
・高齢者・障害者施設の事業継続に向けた物価高騰支援の増 ＋5億円
・保育所・幼稚園等の事業継続に向けた物価高騰支援の増 ＋4億円

４ 一般会計歳出予算

人件費 1,338億円（前年度比 ＋8億円 ＋0.6％）

公債費 546億円（前年度比 ＋6億円 ＋1.1％）

扶助費 1,558億円（前年度比 ＋47億円 ＋3.1％）

普通建設事業費 969億円（前年度比 ＋188億円 ＋24.0％）

その他 2,278億円（前年度比 ＋69億円 ＋3.1％）

区 分 令和５年度 令和４年度
対前年度

増減額 増減率

義務的経費 3,443 3,383 ＋60 ＋1.8％
人件費 1,338 1,330 ＋8 ＋0.6％
扶助費 1,558 1,512 ＋47 ＋3.1％
公債費 546 541 ＋6 ＋1.1％

普通建設事業費 969 781 ＋188 ＋24.0％
その他 2,278 2,209 ＋69 ＋3.1％

合 計 6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％

‐3‐



（１）感染症や自然災害に備えた強靭な都市づくり

市民の生命及び健康を守るため、ワクチン接種体制の確保及び予防接種を推進すると
ともに、感染症危機のリスクに対応できるよう地域医療体制の充実を図ります。

また、首都直下地震や激甚化する自然災害への対策強化のため、治水対策施設の整備、
都市・生活インフラの耐震性の確保などに取り組みます。

（２）ポストコロナを見据えたさいたま市の魅力づくり

ポストコロナに向け、新たなニーズを捉えつつ、さいたま市らしさを深化させます。
また、新庁舎整備・現庁舎地の利活用の検討、東日本の中枢都市として地域経済の活

性化など、本市独自の成熟した大都市のかたちを築き上げます。

５ ４本の柱

主な事業内容等

・新型コロナウイルスワクチンの接種体制の確保 11,710,055千円

・行政検査実施と保険適用された検査費用及び入院医療費の公費負担 2,101,740千円

・患者等の入院受入れを行った医療機関への補助 443,840千円

拡大 ・自宅療養者の訪問看護を行う指定訪問看護ステーションへの補助 38,400千円

拡大 ・自宅療養者の相談対応やパルスオキシメーターの配送 1,184,779千円

新規 ・ＧＷ・年末年始等における休日夜間急患診療所の検査体制の確保 18,309千円

・準用河川・排水路等整備の推進 1,274,860千円

拡大 ・流域対策施設整備の推進 215,595千円

・下水道浸水対策の推進 2,766,439千円

・橋りょう耐震化の推進 1,033,520千円

拡大 ・市立中学校体育館への空調機整備等の推進 1,744,900千円

【事業詳細 P.Ⅰ-6～7（№1～13）】

主な事業内容等

拡大 ・新庁舎の整備及びさいたま新都心のにぎわい創出 203,049千円

拡大 ・現庁舎地利活用の検討及び浦和駅周辺地区のまちづくりの推進 44,666千円

・大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進 198,410千円

・地下鉄７号線の延伸及び浦和美園～岩槻地域のまちづくりの推進 126,038千円

拡大 ・中央区役所周辺の公共施設の再編とデジタル化の推進 79,173千円

拡大 ・スマートシティさいたまモデルの推進及びモビリティサービスの充実 96,209千円

新規 ・デジタル地域通貨導入調査の実施 31,855千円

拡大 ・ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循環共生圏の構築 756,480千円

拡大 ・次世代型スポーツ施設の整備 5,891千円

拡大 ・フルマラソンを中心としたランニングイベントの開催 305,687千円

拡大 ・市民参加型の特色のある国際芸術祭の開催 453,582千円

新規 ・文化芸術創造拠点（市民会館うらわ新施設）の構築 5,780,718千円

拡大 ・ＩＣＴを活用した学びの改革（教育データ可視化システム開発等） 1,532,372千円

拡大 ・地域における部活動の推進 52,128千円

拡大 ・農業交流施設の整備及び先進技術の活用支援による農業ＤＸの推進 610,927千円

拡大 ・政令指定都市移行・区制施行20周年記念事業の実施 422,444千円

【事業詳細 P.Ⅰ-7～10（№14～50）】
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（３）誰一人取り残さない持続可能でインクルーシブな地域づくり

少子高齢化の進行、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響による経済活動の停
滞など、社会経済状況が大きく変化し続ける中、本市が持続可能な成長・発展を続けて
いくために、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念を基に、セーフティネット
を確保しつつ、誰もが住みやすく持続可能な地域社会の実現を目指します。

（４）公民学共創と質の高い市役所づくり

多様化する市民ニーズや新しいライフスタイルに対応するため、従来の行政の在り方
を絶えず見直し、市民の皆様と職員がともに幸せになる「Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ（幸せ）
経営」を実現していきます。また、多様化・複雑化する行政課題に柔軟に対応するため、
公民学共創をより一層推進し、新たな時代に対応する市役所を創造します。

主な事業内容等

拡大 ・ケアラー・ヤングケアラーへの支援の充実 79,662千円

拡大 ・医療的ケア児の受入支援体制の強化 159,727千円

新規 ・新療育センターの整備 85,923千円

拡大 ・ひまわり特別支援学校知的障害教育部門高等部の開設 3,145千円

・子どもに対する学習機会と居場所の提供 90,552千円

拡大 ・放課後児童クラブの充実による待機児童解消 127,605千円

新規 ・多子世帯子育て応援金給付の実施 67,702千円

新規 ・学校、保育所等の給食用食材の物価高騰支援 714,853千円

新規 ・高齢者・障害者施設、保育所・幼稚園等の事業継続に向けた物価高騰支援 958,940千円

拡大 ・高齢者等の移動支援及び身近な公共交通の充実 21,247千円

拡大 ・自治会電子回覧板モデル事業等の実施 2,571千円

拡大 ・セーフコミュニティの推進 4,997千円

拡大 ・不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗｔｈ）運営の充実 38,874千円

新規 ・３歳児健康診査における眼科屈折検査の実施 21,624千円

新規 ・（仮称）さいたま市口腔保健センターの整備 14,131千円

【事業詳細 P.Ⅰ-10～12（№51～72）】

主な事業内容等

・窓口手続のオンライン化拡充 18,337千円

新規 ・ＬＩＮＥを活用した情報発信の強化 3,848千円

拡大 ・キャッシュレス決済の対象拡大 172,918千円

拡大 ・働きやすい職場環境整備の推進 149,647千円

・マイナンバーカードの普及促進及び交付窓口の強化 167,482千円

・マッチングファンド制度による協働事業の促進 6,232千円

・Ｐａｒｋ－ＰＦＩ等公民連携による公園のにぎわい創出 4,417千円

拡大 ・公民連携によるＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地利活用の推進 22,671千円

・産学連携等によるイノベーション創出の支援 43,320千円

拡大 ・グリーンインフラの推進 25,223千円

新規 ・預貯金等調査の電子化及び登記データ連携システムの構築 6,820千円

【事業詳細 P.Ⅰ-12～13（№73～85）】
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

1 11,710,055 14,859,393 Ⅱ-164

(0) (0)

2 1,541,868 1,530,412 Ⅱ-161

(791,346) (765,206)

〔疾病予防対策課〕

3 559,872 391,566 Ⅱ-161

(140,184) (98,065)

〔疾病予防対策課〕

4 443,840 962,505 Ⅱ-160

(443,840) (0)

〔地域医療課〕

5 拡大 38,400 6,540 Ⅱ-160

(0) (6,540)

〔地域医療課〕

6 拡大 782,466 246,220 Ⅱ-161

(2) (1)

〔疾病予防対策課〕

7 拡大 402,313 34,564 Ⅱ-161

(0) (1)

〔疾病予防対策課〕

8 新規 18,309 0 Ⅱ-155

総振 (9,155) (0)

〔地域医療課〕

9 総振 1,274,860 1,245,507 Ⅱ-352

重点 (73,160) (148,907)

〔河川課〕

10 拡大 流域対策施設整備事業 215,595 78,519 Ⅱ-352

総振 〔河川課〕 (75,295) (38,419)

重点

11 総振 下水道浸水対策の推進 2,766,439 3,735,544 Ⅱ-361

〔下水道計画課〕

12 総振 橋りょう耐震化事業 1,033,520 1,054,682 Ⅱ-350

〔道路環境課〕 (120) (37,832)

説明令和4年度令和5年度

準用河川・排水路等改
修事業

区分

ＧＷ・年末年始等の新
型コロナウイルス感染
症に係る検査

№ 事業名

新型コロナウイルス感
染症自宅療養者訪問看
護支援事業

新型コロナウイルス感
染症患者自宅療養者向
けの物資配送事業

新型コロナウイルス感
染症に係る相談事業

新型コロナウイルスワ
クチン接種事業

〔新型コロナウイルス
ワクチン対策室〕

新型コロナウイルス感
染症に係る行政検査

緊急輸送道路の橋りょう及び重要路線・鉄道な
どを跨ぐ橋りょう（大栄橋、羽根倉橋外）につ
いて、重点的かつ計画的に耐震補強や落橋防止
対策を実施します。

新型コロナウイルス感
染症患者等入院受入事
業

浸水被害の軽減を目的とした雨水管（緑区宮本
外）及び雨水貯留施設等（大平公園調整池外）
の整備を推進します。

新型コロナウイルス感
染症患者入院医療費の
公費負担

新型コロナウイルス感染症の発症や重症化を予
防し、市民の生命及び健康を守るため、新型コ
ロナウイルスワクチンの予防接種を実施しま
す。

保険適用されたＰＣＲ検査等に係る費用の公費
負担及びＰＣＲ検査の一部を外部の民間検査機
関に依頼します。

浸水被害を軽減し、治水安全度の向上を図るた
め、準用河川・排水路等（新川、黒谷川外）の
整備を推進します。

ＧＷ・年末年始等に休日夜間急患診療所におい
て新型コロナウイルス感染症の検査体制を確保
します。

新型コロナウイルス感染症に関する相談支援や
健康観察を実施します。

自宅療養中の新型コロナウイルス感染症患者に
対して、パルスオキシメーターを配送します。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防止する
ため、入院医療費に係る費用を公費負担しま
す。

新型コロナウイルス感染症患者等の入院受入れ
を行った医療機関に対し、補助金を交付しま
す。

市内の自宅療養者に対する医療提供体制を強化
するため、訪問看護を行う指定訪問看護ステー
ションに対し、補助金を交付します。

浸水被害の軽減を図るため、流域治水対策とし
て、流域貯留浸透施設（岩槻諏訪公園）や調節
池の整備を推進します。

（１）感染症や自然災害に備えた強靭な都市づくり

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

14 新規 新庁舎の整備 44,983 0 Ⅱ-24

総振 〔都市経営戦略部〕 (44,983) (0)

重点

15 拡大 158,066 147,150 Ⅱ-305

総振 (129,606) (85,038)

〔都心整備課〕

16 新規 現庁舎地利活用の検討 9,482 0 Ⅱ-24

総振 〔都市経営戦略部〕 (9,482) (0)

重点

17 拡大 35,184 15,958 Ⅱ-306

総振 (29,684) (15,958)

重点

18 総振 198,410 273,594 Ⅱ-307

重点 (183,410) (264,794)

〔東日本交流拠点整備課〕

19 総振 104,659 151,855 Ⅱ-21

重点 (85,713) (107,051)

〔未来都市推進部〕

20 総振 21,379 26,023 Ⅱ-22

重点 (21,379) (26,023)

〔未来都市推進部〕

21 拡大 79,173 17,930 Ⅱ-301

総振 (79,173) (0)

〔まちづくり総務課〕

説明

都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者によ
る申請手続の早期実現に向け、鉄道事業者へ事
業実施要請を行うとともに、中間駅周辺のまち
づくりを推進します。

本庁舎移転後の現庁舎地について、浦和の歴史
やまちづくりの検討等を踏まえた新たな利活用
に向け、検討を行います。

市民協働・公民連携により「文教都市」浦和の
特性を生かしたまちづくりを推進し、都市機能
の更新や上質な生活と持続的な都市活力を生み
出す都市空間形成等に取り組みます。

令和13年度を目途に「さいたま新都心バスター
ミナルほか街区」への新庁舎の移転整備を行い
ます。

東日本中枢都市としての競争力を強化するた
め、大宮駅グランドセントラルステーション化
構想を具体的かつ実現可能なものにするための
検討等を実施します。

さいたま新都心将来ビジョンの実現に向けた取
組の推進や都市施設の適正管理のほか、市役所
新庁舎の移転整備を見据えたまちづくりの検討
を実施します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

さいたま新都心にぎわ
い創出事業

大宮駅グランドセント
ラルステーション化構
想の推進

地下鉄７号線延伸促進
事業

中央区役所周辺の公共
施設の再編とデジタル
化の推進

中央区役所周辺の公共施設再編の事業者公募に
向けて、事業敷地の測量等の事前調査を行い、
実施方針（案）や要求水準書（案）を作成しま
す。

浦和美園・岩槻地域間
成長発展事業

「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」に位
置付けられた実践方策を展開し、地域の魅力を
高め、定住人口及び交流人口を創出します。

浦和駅周辺地区まちづ
くり推進事業

〔都心整備課、浦和駅周
辺まちづくり事務所〕

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

13 拡大 1,744,900 569,119 Ⅱ-509

総振 (16,130) (2,680) Ⅱ-514

〔学校施設整備課〕

災害時の避難所機能の強化を図るとともに、良
好な教育環境を確保するため、市立中学校の体
育館への空調機の新規整備等を実施します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

空調機リフレッシュ事
業

（２）ポストコロナを見据えたさいたま市の魅力づくり

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

22 総振 73,131 96,520 Ⅱ-27

重点 (73,121) (96,510)

〔未来都市推進部〕

23 拡大 23,078 16,151 Ⅱ-292

総振 (12,408) (16,151)

重点

〔都市総務課〕

24 新規 31,855 0 Ⅱ-278

(31,855) (0)

〔商業振興課〕

25 拡大 756,480 39,640 Ⅱ-249

総振 (10,526) (29,058)

重点

〔環境創造政策課〕

26 拡大 5,891 39,999 Ⅱ-106

総振 (5,891) (39,999)

重点 〔スポーツ政策室〕

27 拡大 305,687 85,715 Ⅱ-106

総振 (205,687) (85,715)

重点

28 拡大 453,582 48,951 Ⅱ-96

総振 (411,942) (45,174)

重点 〔文化政策室〕

29 新規 5,780,718 0 Ⅱ-96

総振 (18) (0)

〔文化振興課〕

30 拡大 1,532,372 1,236,552 Ⅱ-504

総振 (1,532,372) (1,236,552)

重点

〔教育研究所〕

31 拡大 52,128 2,345 Ⅱ-496

総振 (34,752) (0)

〔指導１課〕

32 拡大 農業交流施設の整備 587,929 14,890 Ⅱ-265

総振 〔農業政策課〕 (75,329) (7,590)

33 拡大 22,998 18,209 Ⅱ-265

総振 (22,998) (18,209) Ⅱ-268

重点

農業経営の安定化のため、ＩＣＴ等の先進技術
を活用した経営モデルの確立、農業者への普及
啓発及び導入支援のほか情報収集による農地貸
付の促進をします。

地産地消推進のため、農産物直売所などの施設
を軸に、市民農園や観光農園と連携した農業交
流施設を整備します。

市立中学校の休日の部活動について、段階的に
学校から地域に移行すべく、モデル校において
統括団体から派遣された指導者による実証事業
を実施します。

児童生徒1人1台端末の効果を高めるため、適切
な維持管理を行うとともに、個別最適な学びを
実現するため、教育データ可視化システムの開
発等を実施します。

デジタル技術を活用し、メインアリーナ・サブ
アリーナ等からなる次世代型スポーツ施設を与
野中央公園に整備するため、整備事業者の公募
等を実施します。

市民のスポーツに対する意欲・関心を高め、多
くの市民が楽しめるフルマラソンを含むランニ
ングイベントを開催します。

多様化するニーズに応え、文化芸術活動の中心
拠点を構築するため、浦和駅西口南高砂地区第
一種市街地再開発事業で整備する複合ビルに市
民会館うらわを機能移転します。

魅力ある文化資源を活用し、「さいたま文化」
を発信するとともに、市民等が文化芸術に触
れ、多様な交流機会を創出するため、「さいた
ま国際芸術祭２０２３」を開催します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

スマートシティさいた
まモデル推進事業

スマートシティに向け
たモビリティサービス
の充実

ランニングイベントの
開催

説明

「公民＋学」の連携・協力のもと、新たな生活
支援サービスを提供するとともに、コミュニ
ティ形成を促進しながら、スマートシティさい
たまモデルを推進します。

交通・商業事業者との連携強化によりシェア型
マルチモビリティの実証実験を拡充するなど、
ＩＣＴ等の先進技術をまちづくりに活用するス
マートシティの取組を推進します。

デジタル地域通貨導入
調査事業

地域経済の活性化、行政サービスの向上、地域
コミュニティの創出及びデータを活用した施策
等の実現を図るデジタル地域通貨の導入調査を
実施します。

ゼロカーボンシティの実現に向けて、エネル
ギーの地産地消の推進体制を構築するととも
に、脱炭素先行地域における再生可能エネル
ギーの導入拡大等の取組を実施します。

ゼロカーボンシティ実
現に向けた地域循環共
生圏の構築

効率的かつ安定的な農
業経営の実現

〔農業政策課、見沼グ
リーンセンター〕

地域における部活動の
推進

市民参加型の特色のあ
る国際芸術祭の開催

次世代型スポーツ施設
の整備

ＩＣＴを活用した学び
の改革（教育データ可
視化システム開発等）

文化芸術創造拠点（市
民会館うらわ新施設）
の構築

〔スポーツイベント
課〕

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

34 新規 9,207 0 Ⅱ-87

(0) (0)

〔区政推進部〕

35 新規 81,561 0 Ⅱ-279

(0) (0)

〔観光国際課〕

36 87,434 87,434 Ⅱ-279

(0) (53,000)

〔観光国際課〕

37 新規 ミニ盆栽贈呈事業 2,000 0 Ⅱ-280

〔観光国際課〕 (0) (0)

38 新規 10,670 0 Ⅱ-292

一部 総振 (0) (0)

再掲 重点

〔都市総務課〕

39 拡大 16,335 6,577 Ⅱ-313

総振 (0) (6,577)

〔みどり推進課〕

40 新規 4,037 0 Ⅱ-461

(0) (0)

〔消防総務課〕

41 拡大 17,243 9,000 Ⅱ-369

(0) (0)

42 拡大 19,690 9,437 Ⅱ-377

(1,028) (1,019) Ⅱ-378

43 拡大 22,084 8,674 Ⅱ-385

(0) (0) Ⅱ-386

44 拡大 25,003 12,299 Ⅱ-394

(4,166) (4,166) Ⅱ-395

45 拡大 19,952 10,000 Ⅱ-403

(3,361) (0) Ⅱ-404

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

区制施行20周年記念事
業

区制施行20周年を周知啓発するため、各区役所
に懸垂幕を掲示します。また、啓発グッズの作
製等を行います。

シェア型マルチモビリティで各区のスポットを
巡る10区の魅力向上・地域活性化事業や、サブ
スクリプションサービスの実証を実施します。

緑化滞在空間を創出する社会実験の実施範囲及
び植栽数を拡大し、大宮区役所と連携した取組
を実施します。

各区で消防車・救急車等の展示や防火防災意識
の高揚を図るイベントを実施します。

スマートシティに向けた

モビリティサービスの充
実（20周年記念事業）

政令指定都市20周年記
念花火大会事業

政令指定都市移行20周年を市民と祝い、一体感
を醸成することを目的とした花火大会を開催し
ます。

さいたま市花火大会事
業

グリーンインフラの推
進（20周年記念事業）

市内3会場で花火大会を開催します。

大宮盆栽をＰＲするため、令和5年度に各区区
民課等で出生の届出をした方に、ミニ盆栽を贈
呈します。

区制施行20周年記念消
防イベントの開催

〔西区役所コミュニ
ティ課〕

区制施行20周年記念事
業

西区ふれあいまつりを拡大実施するほか、写真
展・スタンプラリーの実施や西区イメージデザ
インを作製します。

区制施行20周年記念事
業

区民まつりを拡大実施するほか、バラのモニュ
メント、壁画アート・啓発品（ポスター・クリ
アファイル）・ＰＲ動画を作製します。〔中央区役所総務課、

コミュニティ課〕

区制施行20周年記念事
業

北区民まつり・防犯デーを拡大実施するほか、
区の花（菜の花）のモニュメント・啓発品（区
の花の種、クリアファイル）・ＰＲ動画を作製
します。

区制施行20周年記念事
業

区民ふれあいフェアを拡大実施するほか、（仮
称）鉄道のまち大宮 大宮区役所鉄道フェスタ
の実施やヌゥのモニュメント・階段装飾・ＰＲ
動画を作製します。

区制施行20周年記念事
業

見沼区ふれあいフェア・見沼区文化まつり・見
沼区オープンガーデン事業を拡大実施するほ
か、防災アトラクションの実施やモザイクアー
トを作製します。

〔北区役所総務課、コ
ミュニティ課〕

〔大宮区役所総務課、
コミュニティ課〕

〔見沼区役所総務課、
コミュニティ課〕

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

51 総振 4,063 3,958 Ⅱ-122

(4,063) (3,958)

〔福祉総務課〕

52 拡大 日中一時支援事業 35,497 36,706 Ⅱ-133

〔障害支援課〕 (8,876) (9,178)

53 新規 23,008 0 Ⅱ-203

総振 (11,485) (0)

〔子ども家庭支援課〕

54 新規 ケアラー相談事業 17,094 0 Ⅱ-144

総振 (17,094) (0)

55 拡大 144,840 76,230 Ⅱ-210

総振 (60,834) (25,410)

〔保育課〕

〔いきいき長寿推進
課〕

医療的ケアを必要とする児童の受入れを行う私
立認可保育所等に対して支援を実施します。

医療的ケア児受入支援
事業

説明

ケアラー・ヤングケア
ラー啓発事業

ケアラーに対する社会的認知度や理解の向上を
図り、ケアラーを社会全体で支える機運を醸成
するため、市民、事業者、関係機関等への周知
啓発を実施します。

障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常
的に介護している家族の一時的な休息を図るた
め、障害者等に日中活動の場を提供します。

様々な悩みや心配事・不安を抱えたケアラーか
らの相談に応じ、ケアラーに係る負担の軽減又
は解消を図るため、ケアラー電話相談を実施し
ます。

ヤングケアラー相談窓口の周知、支援団体や関
係機関職員を対象にした研修会の開催及びヤン
グケアラーのいる家庭への訪問支援事業を実施
します。

ヤングケアラーへの支
援

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

46 拡大 21,620 9,200 Ⅱ-413

(0) (0)

47 拡大 20,361 10,379 Ⅱ-422

(2,003) (1,779) Ⅱ-423

48 拡大 22,360 11,852 Ⅱ-432

(1,357) (1,357) Ⅱ-433

49 拡大 24,418 9,340 Ⅱ-440

(1,695) (920) Ⅱ-441

Ⅱ-442

50 拡大 18,469 11,783 Ⅱ-450

(1,289) (1,483)

区制施行20周年記念事
業

浦和区民まつり・浦和区絵画作品展を拡大実施
するほか、区制施行20周年記念写真パネル展の
実施や啓発品（クリアファイル、浦和うなこ
ちゃんグッズ）を作製します。

〔浦和区役所総務課、地域商

工室、コミュニティ課〕

区制施行20周年記念事
業

緑区区民まつりを拡大実施するほか、アート制
作・みどひろのポップアップアート等の実施や
階段装飾・区制施行20周年記念緑区防犯安全
マップ等を作製します。

区制施行20周年記念事
業

区民まつり・岩槻駅東西自由通路ラッピングを
拡大実施するほか、埼玉高速鉄道中吊り広告の
実施やモザイクアートを作製します。〔岩槻区役所観光経済

室、コミュニティ課〕

〔桜区役所コミュニ
ティ課〕

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

区制施行20周年記念事
業

南区ふるさとふれあいフェア・南区防災展・南
区ウォーキングイベントを拡大実施するほか、
区内中学校・高等学校とのコラボイベントの実
施や南区魅力発見ブックを作製します。

〔南区役所総務課、コ
ミュニティ課〕

〔緑区役所総務課、コ
ミュニティ課〕

区制施行20周年記念事
業

区民ふれあいまつりを実施するほか、（仮称）
桜まつりの実施や20周年フラッグを作製しま
す。

（３）誰一人取り残さない持続可能でインクルーシブな地域づくり

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

56 新規 14,887 0 Ⅱ-210

総振 (4,965) (0)

〔保育課〕

57 新規 新療育センターの整備 85,923 0 Ⅱ-216

総振 (56,461) (0)

58 拡大 3,145 13,271 Ⅱ-536

総振 (3,145) (13,271)

〔特別支援教育室〕

59 総振 90,552 90,439 Ⅱ-128

(45,277) (45,220)

〔生活福祉課〕

60 拡大 127,605 128,664 Ⅱ-206

総振 (17,119) (23,596)

〔青少年育成課〕

61 新規 67,702 0 Ⅱ-201

総振 (67,702) (0)

〔子育て支援政策課〕

62 新規 417,711 0 Ⅱ-530

(417,711) (0)

〔健康教育課〕

63 新規 297,142 0 Ⅱ-208

(297,142) (0) Ⅱ-209

Ⅱ-210

64 新規 539,310 0 Ⅱ-132

(539,310) (0) Ⅱ-147

65 新規 419,630 0 Ⅱ-201,204

(419,630) (0) Ⅱ-208,209

Ⅱ-210,211

66 総振 1,900 2,400 Ⅱ-143

(1,900) (2,400)

〔高齢福祉課〕

67 拡大 19,347 15,755 Ⅱ-297

総振 (13,627) (15,755)

重点 〔交通政策課〕

医療的ケア児保育支援
センター運営事業

新たに「医療的ケア児保育支援センター」を開
設し、未就学の医療的ケア児や家族に対して相
談等の支援を実施します。

〔幼児政策課、保育
課〕

知的障害児の特別支援学校等に係る教育環境の
充実を図るため、令和5年4月にひまわり特別支
援学校に知的障害教育部門高等部を開設しま
す。

子どもに対する学習機
会と居場所の提供

生活困窮世帯の小中学生及び高校生等を対象
に、子どもの基礎学力の向上や大人と触れ合う
居場所の提供等を目的とした学習支援を実施し
ます。

多子世帯子育て応援金
給付事業

多子世帯の育児に要する費用の経済的負担を軽
減するため、第3子以降の子どもが生まれた家
庭に対し、子育て応援金を支給します。

交通空白地区等の解消に向け、地域が主体的に
取り組むコミュニティバス等の導入や改善への
技術的支援を行うとともに、コミュニティバス
等導入ガイドラインの改定等を行います。

コミュニティバス等の
導入及び改善支援

高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等の
外出を支援するため、社会福祉法人や地域住民
等が主体となり実施する移動支援事業に対し、
補助金を交付します。

物価高騰の影響を受けている保育所・幼稚園等
に対し、事業継続に向けた支援金を給付しま
す。

高齢者等の移動支援事
業

保育所・幼稚園等への支
援金給付事業

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

〔子育て支援政策課、青少年

育成課、幼児政策課、保育

課、子ども家庭支援課〕

〔総合療育センターひ
まわり学園総務課〕

ひまわり特別支援学校
知的障害教育部門高等
部の開設

高齢者・障害者施設へ
の支援金給付事業

〔介護保険課、障害支
援課〕

障害児療育において、初診待ち期間の長期化と
地域偏在を解消するため、岩槻区に新たな療育
施設を整備します。

学校の給食用食材の物
価高騰支援

栄養バランスや量を保った給食の提供を確保す
るため、学校給食用食材の物価高騰分を公費負
担します。

保育所等の給食用食材
の物価高騰支援

栄養バランスや量を保った給食の提供を確保す
るため、保育所等の給食用食材の物価高騰分を
公費負担します。

物価高騰の影響を受けている高齢者施設・障害
者施設に対し、事業継続に向けた支援金を給付
します。

放課後児童健全育成施
設整備事業

児童数の急増が見込まれる指扇北小学校敷地内
に新たに放課後児童クラブの整備を行うととも
に、民設放課後児童クラブの整備促進を図るた
め、施設整備に対する助成を拡充します。

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

73 総振 18,337 101,771 Ⅱ-25

(18,337) (53,519) Ⅱ-26

74 新規 3,848 0 Ⅱ-8

(1,925) (0)

〔広報課〕

75 拡大 172,918 280,341 Ⅱ-476

(172,918) (280,341)

〔出納課　外〕

76 拡大 149,647 74,701 Ⅱ-26

総振 (149,647) (74,701)

77 総振 30,390 618,140 Ⅱ-25

(30,390) (0)

窓口手続のオンライン化など、ＩＣＴの導入に
より、多様化する市民ニーズや新しいライフス
タイルに対応し、市民の利便性を向上させま
す。

窓口手続のオンライン
化拡充

キャッシュレス決済の
対象拡大

ＬＩＮＥを活用した情
報発信の強化

市民が求める分野の情報をプッシュ型で届ける
など、ＬＩＮＥを活用した情報発信の強化に取
り組みます。

〔デジタル改革推進
部〕

働きやすい職場環境整
備の推進

業務効率化、ペーパーレス化を図り、職員の多
様な働き方を支援するため、ＲＰＡ等の利用拡
大、無線ＬＡＮ、テレワーク環境等新しいデジ
タル基盤の整備に取り組みます。

スマートフォン決済等を利用した公金納付の対
象科目を介護保険料等に拡大するとともに、窓
口におけるキャッシュレス決済の対象施設・窓
口をコミュニティ施設等に拡大します。

マイナンバーカード普
及促進事業

安全・安心で利便性の高いデジタル社会の実現
に向けて、基盤となるマイナンバーカードの普
及促進に関する取組を実施します。

〔デジタル改革推進
部〕

〔デジタル改革推進
部〕

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

68 拡大 2,571 1,083 Ⅱ-77

総振 (2,571) (1,083)

重点

69 拡大 4,997 2,824 Ⅱ-46

総振 (4,997) (2,824)

〔危機管理課〕

70 拡大 38,874 4,149 Ⅱ-502

総振 (19,454) (3,782)

〔総合教育相談室〕

71 新規 21,624 0 Ⅱ-163

(21,583) (0)

〔地域保健支援課〕

72 新規 14,131 0 Ⅱ-154

総振 (14,131) (0) Ⅱ-159

〔健康増進課〕

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

ＩＣＴを活用した自治
会活動支援事業

自治会向けＩＣＴ活用に関する講座及び自治会
電子回覧板モデル事業を実施します。

歯科診療や歯科保健サービス向上のため、（仮
称）さいたま市口腔保健センターの開設に向
け、施設の基本計画を策定し、開設予定地の旧
中央区保健センターの解体設計を実施します。

（仮称）さいたま市口
腔保健センター開設事
業

３歳児健康診査におけ
る眼科屈折検査

3歳児健康診査の視覚検査において、屈折検査
を導入し、視覚異常の早期発見・早期治療につ
なげるための支援を実施します。

不登校等児童生徒への
支援の充実

不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗｔ
ｈ）において、授業等を補助する外部人材やメ
タバースを活用したオンライン学習を導入し、
学習支援・相談支援の充実を図ります。

〔コミュニティ推進
課〕

セーフコミュニティの
推進

市民との協働により、データを活用した効果的
な事故やケガの予防活動を行います。この活動
を通じて、今後のセーフコミュニティ国際認証
の再認証に繋げます。

（４）公民学共創と質の高い市役所づくり

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

78 137,092 578,222 Ⅱ-84

(8,573) (0)

〔区政推進部〕

79 総振 6,232 7,842 Ⅱ-83

(2,141) (3,641)

〔市民協働推進課〕

80 総振 4,417 4,533 Ⅱ-311

(4,417) (4,533)

〔都市公園課〕

81 拡大 22,671 18,230 Ⅱ-104

(22,671) (18,230)

〔スポーツ政策室〕

82 総振 43,320 55,858 Ⅱ-277

重点 (43,320) (55,858)

〔産業展開推進課〕

83 拡大 25,223 11,555 Ⅱ-313
一部 総振 (8,888) (11,555)
再掲

84 新規 預貯金等調査の電子化 6,820 0 Ⅱ-64

総振 〔収納対策課〕 (6,820) (0)

85 新規 債務負担 0 Ⅱ-63

行為設定 (0)

〔固定資産税課〕

説明

緑化滞在空間を創出する社会実験を実施すると
ともに、グリーンインフラが有する機能の可視
化に向けた基礎調査及びガーデンツーリズムの
実現化方策等を検討します。

〔みどり推進課〕

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ等公
民連携による公園のに
ぎわい創出

（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園や
与野公園において、公募設置管理制度（Ｐａｒ
ｋ－ＰＦＩ）を活用し、にぎわい創出・魅力の
向上を図ります。

産学連携等によるイノ
ベーション創出の支援

イノベーション創出による産業競争力の強化を
実現するため、市内企業の産学連携及び、研究
開発等の取組を推進します。

グリーンインフラの推
進

ＪＣＨＯさいたま北部
医療センター跡地利活
用の推進

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

滞納整理の迅速化及び効率化を図り、収納率の
向上に資するため、預貯金生命保険調査システ
ムを導入します。

登記データ連携システ
ム構築業務

最新の登記データの把握と履歴検索を可能と
し、税システムと連携することで課税台帳の異
動更新処理を半自動化するため、登記データ連
携システムを構築します。

ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地に、民
間事業者が主体となって整備するスポーツ施設
と公民館・児童センター等からなる複合施設
を、公民連携により整備します。

マイナンバーカードの交付を円滑に行うため、
特設交付センター及び交付予約コールセンター
を引き続き設置します。

マッチングファンド制
度による協働事業の促
進

市民活動団体が実施する公益的な事業を支援す
るため、基金を活用した助成事業を実施しま
す。

マイナンバーカード交
付窓口強化事業

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 １ 先進技術で豊かな自然と共存する環境未来都市の創造

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

1 拡大 55,979 40,659

(45,761) (40,659)

見沼田圃政策推進課 P.Ⅱ-315

2 拡大 83,420 53,145

(407) (5,545)

環境創造政策課 P.Ⅱ-249

生涯学習総合センター P.Ⅱ-522

3 拡大 39,799 35,736

(37,915) (34,354)

環境創造政策課 P.Ⅱ-249

4 ４柱 73,131 96,520

(73,121) (96,510)

未来都市推進部 P.Ⅱ-27

5 拡大 756,480 39,640

４柱 (10,526) (29,058)

環境創造政策課 P.Ⅱ-249

6 拡大 グリーンインフラの推進 25,223 11,555

４柱  ～持続可能で魅力的な地域づくり～ (8,888) (11,555)

みどり推進課 P.Ⅱ-313

 ～見沼田圃基本計画アクションプランの着実な推進～

見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推進

市有施設への再生可能エネルギー設備等の導入

 ～地球にやさしい・災害に強いまちづくり～

Ｅ-ＫＩＺＵＮＡ Ｐｒｏｊｅｃｔの推進

 ～脱炭素社会の実現に向けた次世代自動車の普及促進～

ゼロカーボンシティ実現に向けた地域循環共生圏の構築

 ～先進的かつサステナブルなグリーン成長モデルの創出～

　「農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと“みぬま”」
を実現するため、アクションプランに基づき、3つの市民プロ
ジェクトに取り組むとともに、情報発信力を強化します。

　緑化滞在空間を創出する社会実験を実施するとともに、グ
リーンインフラが有する機能の可視化に向けた基礎調査及び
ガーデンツーリズムの実現化方策等を検討します。

　温室効果ガス排出量を削減するとともに、災害に強い持続可
能なまちづくりを目指すため、公民館における再生可能エネル
ギー設備等の導入を推進します。

スマートシティさいたまモデルの推進

 ～ＡＩ、ＩｏＴ及びデータを活用した新たな地域サービスの創出～

　運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するため、市民・事業
者への支援策やＥＶ教室等の啓発活動の実施により、次世代自
動車の普及を推進します。

　ゼロカーボンシティの実現に向けて、エネルギーの地産地消
の推進体制を構築するとともに、脱炭素先行地域における再生
可能エネルギーの導入拡大等の取組を実施します。

　「公民＋学」の連携・協力のもと、新たな生活支援サービス
を提供するとともに、コミュニティ形成を促進しながら、ス
マートシティさいたまモデルを推進します。

６ 重点事業

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱

総合振興計画の重点戦略に基づき、主な事業を掲載しています。
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ２ 一人ひとりが“健幸”を実感できるスマートウエルネスシティの創造

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

7 拡大 158,102 147,787

(158,102) (147,787)

健康増進課 P.Ⅱ-159

8 拡大 49,406 50,326

(0) (0)

年金医療課 P.Ⅱ-139、いきいき長寿推進課 P.Ⅱ-145

9 新規 14,131 0

４柱 (14,131) (0)

健康増進課 P.Ⅱ-154 P.Ⅱ-159

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ３ 笑顔あふれる日本一のスポーツ先進都市の創造

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

10 11,605 14,721

(11,605) (14,721)

スポーツ政策室 P.Ⅱ-104

11 10,401 10,402

(10,401) (10,402)

スポーツ振興課 P.Ⅱ-103

子どものスポーツ能力測定会・大人の体力測定会の開催

 ～誰もがスポーツに親しむことのできる生涯スポーツの振興～

　市民のスポーツへの興味・関心を高め、継続的なスポーツ活
動へとつなげる取組として、子どものスポーツ能力測定会・大
人の体力測定会を開催します。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

 ～医療・介護のデータを活用した保健指導や健康相談～

　国内で競技人口が増えているアーバンスポーツを楽しむ環境
の整備に向けて、公民連携組織を支援するとともに、初心者や
親子向けの体験機会を提供します。

　歯科診療や歯科保健サービス向上のため、（仮称）さいたま
市口腔保健センターの開設に向け、施設の基本計画を策定し、
開設予定地の旧中央区保健センターの解体設計を実施します。

 ～誰もが、いつでも、どこでも楽しめるアーバンスポーツの普及～

アーバンスポーツの活性化

（仮称）さいたま市口腔保健センターの整備

 ～安心・安全な歯科口腔保健の確立に向けて～

運動習慣の獲得に向けた健康マイレージの推進

　医療・介護のデータから地域の健康課題を把握し、低栄養予
防等を目的とした個別的な保健指導や、「通いの場」等での健
康教育・健康相談等を実施します。

　ＩＣＴを活用し、楽しみながら継続的な運動習慣の獲得を図
るため、歩数等に応じてポイントを付与する健康マイレージを
実施するとともに市民に利用しやすいシステムを構築します。

 ～楽しく歩いて生活習慣病等を予防～

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

12 拡大 22,671 18,230

４柱 (22,671) (18,230)

スポーツ政策室 P.Ⅱ-104

13 拡大 5,891 39,999

４柱 (5,891) (39,999)

スポーツ政策室 P.Ⅱ-106

14 拡大 305,687 85,715

４柱 (205,687) (85,715)

スポーツイベント課 P.Ⅱ-106

15 18,378 44,298

(18,378) (37,341)

スポーツ政策室 P.Ⅱ-106

16 190,628 200,846

(190,628) (200,846)

スポーツイベント課 P.Ⅱ-107

次世代型スポーツ施設の整備

 ～地域活性化のエンジンとして未来を創る次世代の交流拠点の整備～

ランニングイベントの開催

　自転車を活用したまちづくりのシンボルとなる国際自転車競
技大会「ツール・ド・フランスさいたまクリテリウム」の開催
を支援します。

　持続可能で幅広いスポーツ振興を図るため、ＩＣＴ等の先端
的な知見を活用したスポーツ人材の育成やスポーツ機会を提供
します。

　市民のスポーツに対する意欲・関心を高め、多くの市民が楽
しめるフルマラソンを含むランニングイベントを開催します。

　デジタル技術を活用し、メインアリーナ・サブアリーナ等か
らなる次世代型スポーツ施設を与野中央公園に整備するため、
整備事業者の公募等を実施します。

国際自転車競技大会開催支援

 ～世界各国の自転車ロードレーサーがさいたまに集結～

 ～多くの市民が楽しめるフルマラソンの実現～

「さいたまスポーツシューレ」の活用推進

 ～スポーツ人材の育成・持続可能なスポーツ環境の提供～

ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地利活用の推進

 ～地域住民の健康に資する活動・交流・憩いの場の創出～

　ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地に、民間事業者が主
体となって整備するスポーツ施設と公民館・児童センター等か
らなる複合施設を、公民連携により整備します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ４ 子どもたちの未来を拓く日本一の教育都市の創造

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

17 拡大 38,874 4,149

４柱 (19,454) (3,782)

総合教育相談室 P.Ⅱ-502

18 拡大 412,563 230,873

(412,563) (230,873)

指導１課 P.Ⅱ-496、教育財務課 P.Ⅱ-505

学校施設管理課 P.Ⅱ-507 P.Ⅱ-509

学校施設整備課 P.Ⅱ-509 P.Ⅱ-514、健康教育課 P.Ⅱ-530

19 拡大 338,153 95,493

(118,153) (95,493)

学校施設整備課 P.Ⅱ-508

20 117,373 884,856

(5,573) (150,456)

学校施設整備課 P.Ⅱ-508

21 拡大 1,532,372 1,236,552

４柱 (1,532,372) (1,236,552)

教育研究所 P.Ⅱ-504

22 拡大 52,128 2,345

４柱 (34,752) (0)

指導１課 P.Ⅱ-496

不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗｔｈ）の機能強化

 ～不登校等児童生徒の支援の充実～

　不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗｔｈ）において、
授業等を補助する外部人材やメタバースを活用したオンライン
学習を新たに導入し、学習支援・相談支援の充実を図ります。

ＩＣＴを活用した学びの改革（教育データ可視化システム開発等）

 ～最新技術で最適な学びを提供～

地域における部活動の推進

 ～地域部活動の今後の在り方を検討～

　市立中学校の休日の部活動について、段階的に学校から地域
に移行すべく、モデル校において統括団体から派遣された指導
者による実証事業を実施します。

　児童生徒1人1台端末の効果を高めるため、適切な維持管理を
行うとともに、個別最適な学びを実現するため、教育データ可
視化システムの開発等を実施します。

武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校の整備

小学校における35人学級の推進

 ～少人数学級によるきめ細かな指導の実現に向けて～

　市立小学校の35人学級の実施等による学校の教室を確保する
ため、教室改修及び仮設校舎の設置を行うとともに必要な物品
を購入します。

 ～学校規模の適正化・教育の質の向上を図るために義務教育学校を整備～

　学校規模の適正化とともに、教育の質の向上を図るため、武
蔵浦和駅周辺地区に義務教育学校を整備するための基本設計・
実施設計を実施します。

社会福祉施設等を含む複合型小学校の整備（新設大和田地区小学校）

 ～過大規模状態の解消と学校体育施設の有効活用～

　大和田特定土地区画整理事業の進捗に合わせ、市民利用前提
の学校体育施設（プール等）を備えた小学校、保育所等を一体
的に整備するための実施設計等を実施します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

23 拡大 3,145 13,271

４柱 (3,145) (13,271)

特別支援教育室 P.Ⅱ-536

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ５ ヒト・モノ・情報を呼び込み、東日本の未来を創る対流拠点都市

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

24 拡大 1,189,405 74,055

(90,976) (74,055)

都市公園課 P.Ⅱ-311

25 拡大 3,771,913 2,367,413

(27,413) (252,413)

広域道路推進室 P.Ⅱ-349

26 29,193 28,670

(29,193) (28,670)

経済政策課 P.Ⅱ-275

27 拡大 32,181 30,110

(29,181) (27,110)

観光国際課 P.Ⅱ-280

ひまわり特別支援学校知的障害教育部門高等部の開設

 ～知的障害児の教育環境の充実～

　知的障害児の特別支援学校等に係る教育環境の充実を図るた
め、令和5年4月にひまわり特別支援学校に知的障害教育部門高
等部を開設します。

東日本連携の推進による地域経済活性化

さいたまセントラルパークの整備の本格化

新大宮上尾道路等の整備促進

 ～広域交通ネットワークの構築～

　対流拠点として、広域交通ネットワークを構築するため、新
大宮上尾道路の事業化区間の早期完成と未事業化区間の早期事
業化を目指し、国直轄整備経費の一部を負担します。

 ～市民のオアシスとなる緑の拠点と広域的な防災拠点の形成～

　緑の核となり、地区内外から多くの人が訪れるさいたまセン
トラルパークの整備を推進します。

地域資源を生かした観光の振興

 ～国内及び外国人観光客の更なる誘致促進に向けて～

　本市の観光資源の認知度向上、誘客促進のため、市内周遊イ
ベントや本市伝統産業のプロモーションを実施します。

 ～東日本の「ヒト・モノ・情報」の交流促進～

　「東日本連携・創生フォーラム」を開催するとともに、東日
本地域の商材の販路拡大やビジネス交流を進めることで、東日
本全体の地域経済を活性化します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

28 拡大 203,049 147,150

４柱  ～さいたま新都心の新たな可能性～ (174,589) (85,038)

都市経営戦略部 P.Ⅱ-24、都心整備課 P.Ⅱ-305

29 拡大 44,666 15,958

４柱 (39,166) (15,958)

都市経営戦略部 P.Ⅱ-24、都心整備課 P.Ⅱ-306

浦和駅周辺まちづくり事務所 P.Ⅱ-306

30 ４柱 198,410 273,594

(183,410) (264,794)

東日本交流拠点整備課 P.Ⅱ-307

31 ４柱 126,038 177,878

(107,092) (133,074)

未来都市推進部 P.Ⅱ-21 P.Ⅱ-22

32 拡大 79,173 17,930

４柱 (79,173) (0)

まちづくり総務課 P.Ⅱ-301

新庁舎の整備及びさいたま新都心のにぎわい創出

　市民協働・公民連携により「文教都市」浦和の特性を生かし
たまちづくりを推進するとともに、本庁舎移転後の現庁舎地の
利活用について検討します。

現庁舎利活用の検討及び浦和駅周辺地区のまちづくりの推進

 ～浦和らしい風格ある都市づくり～

　さいたま新都心将来ビジョンの実現に向けた取組の推進や都
市施設の適正管理のほか、市役所新庁舎の移転整備を見据えた
まちづくりの検討を実施します。

大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進

　中央区役所周辺の公共施設再編の事業者公募に向けて、事業
敷地の測量等の事前調査を行い、実施方針（案）や要求水準書
（案）を作成します。

 ～東日本の対流拠点都市の実現に向けて～

　東日本中枢都市としての競争力を強化するため、大宮駅グラ
ンドセントラルステーション化構想を具体的かつ実現可能なも
のにするための検討等を実施します。

地下鉄７号線の延伸及び浦和美園～岩槻地域のまちづくりの推進

 ～鉄道事業者に対する延伸事業の実施要請に向けた取組～

　都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者による申請手続の
早期実現に向け、鉄道事業者へ事業実施要請を行うとともに、
中間駅周辺のまちづくりを推進します。

中央区役所周辺の公共施設の再編とデジタル化の推進

 ～地域の資源とふれあい、多様な世代が集い・暮らす魅力的なまちの実現に向けて～

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ６ 子どもから高齢者まで、あらゆる世代が輝けるまちづくり

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

33 拡大 4,872,871 4,780,206

(1,754,296) (1,842,420)

のびのび安心子育て課 P.Ⅱ-207、保育課 P.Ⅱ-210

幼児政策課 P.Ⅱ-207　P.Ⅱ-208 P.Ⅱ-209

34 新規 21,624 0

４柱 (21,583) (0)

地域保健支援課 P.Ⅱ-163

35 拡大 107,460 103,377

(41,307) (41,978)

いきいき長寿推進課 P.Ⅱ-144 P.Ⅱ-182

36 ４柱 1,900 2,400

(1,900) (2,400)

高齢福祉課 P.Ⅱ-143

37 拡大 79,662 40,664

４柱 (41,518) (13,136)

福祉総務課 P.Ⅱ-122、障害支援課 P.Ⅱ-133

いきいき長寿推進課 P.Ⅱ-144、子ども家庭支援課 P.Ⅱ-203

38 拡大 159,727 76,230

４柱 (65,799) (25,410)

保育課 P.Ⅱ-210

３歳児健康診査における眼科屈折検査の実施

保育需要の受け皿及び保育人材の確保

 ～幼児教育・保育環境のさらなる充実を目指して～

　新たな保育需要が見込まれる地域において、認可保育所等の
整備を進めるとともに、新たに地域型保育事業所等の保育支援
者に係る経費を補助します。

 ～幼児の健やかな成長・発達を守るために～

　3歳児健康診査の視覚検査において、屈折検査を導入し、視
覚異常の早期発見・早期治療につなげるための支援を実施しま
す。

認知症の人にやさしい地域づくりの推進

 ～認知症の地域ケアを目指して～

　認知症の方の意思が尊重され、住み慣れた地域で暮らし続け
ることができるよう、認知症サポーターの養成や初期集中支援
チームの設置等、切れ目ない支援を実施します。

高齢者等の移動支援の充実

 ～住み慣れた地域で、自分らしく暮らしていくために～

　高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等の外出を支援す
るため、社会福祉法人や地域住民等が主体となり実施する移動
支援事業に対し、補助金を交付します。

ケアラー・ヤングケアラーへの支援の充実

医療的ケア児の受入支援体制の強化

 ～全てのケアラーが健康で文化的な生活を営める地域社会の実現～

　ケアラーへの社会的認知度や理解の向上と負担軽減等を目的
として、周知啓発や相談体制の充実等を図るとともに、ヤング
ケアラーへの支援として訪問支援事業等を実施します。

 ～医療的ケア児の地域生活支援の向上～

　医療的ケアを必要とする児童の受入れを行う私立認可保育所
等に対して支援を行うとともに、家族に対する相談支援等を行
う「医療的ケア児保育支援センター」を開設します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

39 新規 85,923 0

４柱 (56,461) (0)

総合療育センターひまわり学園総務課 P.Ⅱ-216

40 拡大 127,605 128,664

４柱 (17,119) (23,596)

青少年育成課 P.Ⅱ-206

41 146,211 154,808

(18,276) (19,351)

いきいき長寿推進課 P.Ⅱ-182

42 拡大 1,094,036 21,141

(193,356) (9,680)

地域保健支援課 P.Ⅱ-163

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ７ 激動する新時代に「未来技術」で躍動する地域産業づくり

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

43 拡大 431,837 308,185

(431,837) (294,185)

経済政策課 P.Ⅱ-272

地域づくりによる介護予防の推進

 ～「ますます元気教室」の開催や介護予防ボランティアの育成～

　高齢者自身が身近な場所で継続して運動を行うことができる
よう介護予防の普及・啓発、ボランティアの育成を行う等、
「地域づくりによる介護予防」を推進します。

新療育センターの整備

 ～発達に遅れのある子どもに対する早期発見・早期療育に向けて～

　障害児療育において、初診待ち期間の長期化と地域偏在を解
消するため、岩槻区に新たな療育施設を整備します。

放課後児童クラブの充実による待機児童解消

 ～安心して子どもを育てることのできる環境づくり～

　児童数の急増が見込まれる指扇北小学校敷地内に新たに放課
後児童クラブの整備を行うとともに、民設放課後児童クラブの
整備促進を図るため、施設整備に対する助成を拡充します。

妊娠期からの親と子の健康づくり支援

 ～安心して健やかに子どもを産み育てるために～

　妊娠・出産包括支援センター等を拡充し、妊娠期から出産・
子育てまで一貫した伴走型相談支援を行うとともに、パパママ
応援ギフト（出産・子育て応援給付金）を支給します。

中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援

 ～新たなビジネスモデルへの変革促進～

　市内中小企業の持続的な成長に向け、経営基盤強化と事業継
続力向上の総合的な支援及びＤＸ推進による生産性と付加価値
向上を支援します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

44 拡大 101,614 75,842

(73,267) (67,783)

労働政策課 P.Ⅱ-264

45 新規 31,855 0

４柱 (31,855) (0)

商業振興課 P.Ⅱ-278

46 拡大 587,929 14,890

４柱 (75,329) (7,590)

農業政策課 P.Ⅱ-265

47 拡大 31,228 20,472

(31,228) (15,472)

経済政策課 P.Ⅱ-272

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ８ 災害に強く、市民と共につくる安全・安心なまちづくり

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

48 拡大 337,940 90,110

(99,640) (90,110)

防災課 P.Ⅱ-46

　地産地消推進のため、農産物直売所などの施設を軸に、市民
農園や観光農園と連携した農業交流施設を整備します。

 ～就労の推進と誰もが働きやすい環境づくり～

　求職者向けデジタルスキル習得講座の実施など求職者の世
代・状況に応じた支援を実施するとともに、企業と求職者の
マッチングにより市内企業等の人材確保を支援します。

農業交流施設の整備

就労支援の充実

 ～生産者と消費者の出会いの場～

デジタル地域通貨導入調査の実施

 ～地域通貨による地域経済・コミュニティの活性化～

　地域経済の活性化、行政サービスの向上、地域コミュニティ
の創出及びデータを活用した施策等の実現を図るデジタル地域
通貨の導入調査を実施します。

地域と共に取り組む防災対策の推進

 ～同報系防災行政無線の充実強化～

　同報系防災行政無線の運用管理を行うとともに、基幹設備の
更新を行うことにより、他の情報配信サービスとの連携を図
り、災害時において市民へ必要な情報を迅速に伝達します。

創業・副業・テレワーク支援による新たな産業の創出

 ～働き方の多様化に対応～

　創業・副業を目指す方に対する総合的な支援等により、新た
な産業の創出と多様な働き方を推進します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

49 拡大 45,170 44,708

(41,295) (41,833)

市民生活安全課 P.Ⅱ-76

50 新規 10,890 0

(6,190) (0)

都市計画課 P.Ⅱ-293

51 拡大 4,256,894 5,059,570

４柱 (148,455) (187,326)

河川課 P.Ⅱ-352、下水道計画課 P.Ⅱ-361

52 拡大 1,744,900 569,119

４柱 (16,130) (2,680)

学校施設整備課 P.Ⅱ-509 P.Ⅱ-514

53 拡大 4,997 2,824

４柱 (4,997) (2,824)

危機管理課 P.Ⅱ-46

54 拡大 1,207,287 866,042

(1,207,287) (866,042)

市民生活安全課 P.Ⅱ-80

 ～激甚化・頻発化する水害に対する治水安全度の向上～

　浸水被害の軽減を図るため、準用河川・排水路等（新川、黒
谷川外）の改修、流域貯留浸透施設（岩槻諏訪公園）や雨水貯
留施設等（大平公園調整池外）の整備を推進します。

安心して暮らせる安全なまちづくり実現に向けた防犯対策の推進

 ～地域の自主防犯活動や防犯カメラの設置等を支援～

　市民、事業者、警察等関係機関との連携の下、防犯や暴力排
除の意識の向上を図り、地域の自主防犯活動の支援や暴力排除
活動を推進します。

治水対策施設の整備推進

盛土等防災対策事業

 ～安心・安全なまちづくり～

　宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う崖崩れ又は土砂
の流出による災害防止のため必要な調査を実施します。

市立中学校体育館への空調機整備等の推進

 ～避難所機能の強化と良好な教育環境の確保～

　災害時の避難所機能の強化を図るとともに、良好な教育環境
を確保するため、市立中学校の体育館への空調機の新規整備等
を実施します。

 ～安心して暮らせるまちを目指して～

　地域における交通事故や犯罪を防止するため、事故等が起こ
りやすい場所を中心に、公衆街路灯・道路反射鏡等の設置を行
います。

セーフコミュニティの推進

 ～地域と協働で進める安全で安心なまちづくり～

　市民との協働により、データを活用した効果的な事故やケガ
の予防活動を行います。この活動を通じて、今後のセーフコ
ミュニティ国際認証の再認証に繋げます。

交通安全施設設置の推進

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 ９ 環境に配慮したサステナブルで快適な暮らしの実現

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

55 17,716 24,777

(16,250) (20,717)

資源循環政策課 P.Ⅱ-231

56 拡大 5,712,300 2,460,658

(63,959) (331,556)

環境施設整備課 P.Ⅱ-245

57 拡大 23,078 16,151

４柱 (12,408) (16,151)

都市総務課 P.Ⅱ-292

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 10 絆で支え合い、誰もが自分らしく暮らせるまちづくり

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

58 拡大 2,571 1,083

４柱 (2,571) (1,083)

コミュニティ推進課 P.Ⅱ-77

59 拡大 90,393 47,953

(83,259) (29,482)

文化政策室 P.Ⅱ-96
.

一般廃棄物減量施策の推進

 ～「めぐるまち（循環型都市）さいたまの創造」に向けて～

　循環型社会実現のため、食品ロス削減を含む一般廃棄物の３
Ｒ（発生抑制・再利用・再生利用）に向けた取組を進め、プラ
スチックごみの更なる資源化について実証実験を実施します。

サーマルエネルギーセンター整備事業

 ～廃棄物の安定処理と熱利用の推進～

　西部環境センターと東部環境センターを統廃合し、サーマル
エネルギーセンターを建設するため、新施設のプラント機器設
置工事を実施します。

スマートシティに向けたモビリティサービスの充実

 ～移動手段とサービスの多様化・高度化に対応～

　交通・商業事業者との連携強化によりシェア型マルチモビリ
ティの実証実験を拡充するなど、ＩＣＴ等の先進技術をまちづ
くりに活用するスマートシティの取組を推進します。

自治会への加入促進

 ～自治会ＤＸに向けた自治会電子回覧板モデル事業等の実施～

　自治会向けＩＣＴ活用に関する講座及び自治会電子回覧板モ
デル事業を実施します。

アーツカウンシルの充実

 ～心豊かに生活できるまちの創出を目指して～

　専門人材による調査研究、芸術活動支援及び文化発信プロ
ジェクトなどの象徴的事業を実施するアーツカウンシルを運営
し、文化芸術推進体制を強化します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

60 拡大 89,737 95,966

(63,593) (69,555)

文化政策室 P.Ⅱ-96、大宮盆栽美術館 P.Ⅱ-100

61 拡大 453,582 48,951

４柱 (411,942) (45,174)

文化政策室 P.Ⅱ-96

62 新規 5,780,718 0

４柱 (18) (0)

文化振興課 P.Ⅱ-96

（単位：千円、（ ）内は一般財源）

 11 質の高い都市経営の実現

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

63 830 741

(830) (741)

行財政改革推進部 P.Ⅱ-21

64 拡大 87,706 24,815

(87,706) (24,815)

都市経営戦略部 P.Ⅱ-24、財政課 P.Ⅱ-54

未来に向けた盆栽文化の継承・発展

 ～盆栽ブランドの確立と盆栽村の聖地化～

　本市の魅力ある資源である盆栽を活用し、盆栽文化の振興を
図るため、展示や講座等を実施するほか、大宮盆栽村開村100
周年に向けた企画検討を行います。

市民参加型の特色のある国際芸術祭の開催

 ～「さいたま文化」の創造と発信～

　魅力ある文化資源を活用し、「さいたま文化」を発信すると
ともに、市民等が文化芸術に触れ、多様な交流機会を創出する
ため、「さいたま国際芸術祭２０２３」を開催します。

ＰＦＩ手法等の導入

 ～財政負担の軽減と市民サービス向上の両立～

　市の財政負担の軽減と市民サービス向上に向けて、ＰＦＩ、
Ｐａｒｋ－ＰＦＩ、ＰＦＳなどの公民連携手法導入を推進しま
す。

さいたま市『ふるさと応援』寄附の受入拡大

 ～個人版ふるさと納税受入額の指定都市最下位脱出に向けて～

　返礼品や外部ポータルサイトを拡充し、クラウドファンディ
ング型ふるさと納税を活用するとともに、企業版ふるさと納税
の更なる活用を図るため、企業へのＰＲ活動を推進します。

文化芸術創造拠点（市民会館うらわ新施設）の構築

 ～伝統を未来に引き継ぎ、新たな文化を創造する拠点施設の整備～

　多様化するニーズに応え、文化芸術活動の中心拠点を構築す
るため、浦和駅西口南高砂地区第一種市街地再開発事業で整備
する複合ビルに市民会館うらわを機能移転します。

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

65 ４柱 18,337 101,771

(18,337) (53,519)

デジタル改革推進部 P.Ⅱ-25 P.Ⅱ-26

66 新規 3,848 0

４柱 (1,925) (0)

広報課 P.Ⅱ-8

67 拡大 172,918 280,341

４柱 (172,918) (280,341)

出納課　外 P.Ⅱ-476

68 拡大 149,647 74,701

４柱 （149,647） （74,701）

デジタル改革推進部 P.Ⅱ-26

69 ４柱 167,482 1,196,362

(38,963) (0)

デジタル改革推進部 P.Ⅱ-25、区政推進部 P.Ⅱ-84

70 ４柱 6,232 7,842

(2,141) (3,641)

市民協働推進課 P.Ⅱ-83

働きやすい職場環境整備の推進

窓口手続のオンライン化拡充

　市民が求める分野の情報をプッシュ型で届けるなど、ＬＩＮ
Ｅを活用した情報発信の強化に取り組みます。

 ～来庁いらずの手続完了を目指して～

　窓口手続のオンライン化など、ＩＣＴの導入により、多様化
する市民ニーズや新しいライフスタイルに対応し、市民の利便
性を向上させます。

ＬＩＮＥを活用した情報発信の強化

 ～プッシュ型で一人ひとりにあった情報を発信～

キャッシュレス決済の対象拡大

 ～多様な市民ニーズに沿った納付方法の提供～

　スマートフォン決済等を利用した公金納付の対象科目を介護
保険料等に拡大するとともに、窓口におけるキャッシュレス決
済の対象施設・窓口をコミュニティ施設等に拡大します。

　市民活動団体が実施する公益的な事業を支援するため、基金
を活用した助成事業を実施します。

 ～基金を活用したマッチングファンド制度による協働～

 ～職員のワーク・ライフ・バランスの向上に向けた取組～

　業務効率化、ペーパーレス化を図り、職員の多様な働き方を
支援するため、ＲＰＡ等の利用拡大、無線ＬＡＮ、テレワーク
環境等新しいデジタル基盤の整備に取り組みます。

マイナンバーカード普及促進及び交付窓口の強化

 ～安全・安心で利便性の高いデジタル社会の実現に向けて～

　マイナンバーカードの交付を円滑に行うため、特設交付セン
ター及び交付予約コールセンターを引き続き設置します。

マッチングファンド制度による協働事業の促進

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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（単位：千円、（ ）内は一般財源）

№ 区分 事業内容等 令和5年度 令和4年度

71 ４柱 4,417 4,533

(4,417) (4,533)

都市公園課 P.Ⅱ-311

　（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園や与野公園にお
いて、公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ）を活用し、にぎ
わい創出・魅力の向上を図ります。

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ等公民連携による公園のにぎわい創出

 ～公共空間の新たな価値の創造～

※ は、P.Ⅰ-4～5の「４本の柱」に含まれる事業です。４柱
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

6 総振 73,131 96,520 Ⅱ-27

重点 (73,121) (96,510)

〔未来都市推進部〕

7 総振 17,716 24,777 Ⅱ-231

重点 (16,250) (20,717)

〔資源循環政策課〕

8 総振 3,409,956 3,184,750 Ⅱ-245

(0) (0)

〔環境施設管理課〕

9 拡大 2,508 4,429 Ⅱ-245

総振 (0) (0)

〔環境施設管理課〕

10 拡大 5,712,300 2,460,658 Ⅱ-245

総振 (63,959) (331,556)

重点 〔環境施設整備課〕

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

「公民＋学」の連携・協力のもと、新たな生活
支援サービスを提供するとともに、コミュニ
ティ形成を促進しながら、スマートシティさい
たまモデルを推進します。

一般廃棄物減量施策の
推進

循環型社会実現のため、食品ロス削減を含む一
般廃棄物の３Ｒ（発生抑制・再利用・再生利
用）に向けた取組を進め、プラスチックごみの
更なる資源化について実証実験を実施します。

クリーンセンター大崎の長寿命化並びに二酸化
炭素排出量を削減するため、施設の基幹的設備
改良工事を実施します。

サーマルエネルギーセ
ンター整備事業

西部環境センターと東部環境センターを統廃合
し、サーマルエネルギーセンターを建設するた
め、新施設のプラント機器設置工事を実施しま
す。

スマートシティさいた
まモデル推進事業

クリーンセンター大崎
基幹的設備改良事業

衛生センターの統廃合に先立ち、大宮南部浄化
センターの長寿命化並びに二酸化炭素排出量を
削減するため、施設の基幹的設備改良工事に着
手します。

衛生センター統廃合事
業

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

1 総振 相談・ＤＶ防止事業 5,993 7,280 Ⅱ-76

(5,041) (4,854)

2 総振 285,390 285,175 Ⅱ-77

重点 (285,390) (285,175)

3 総振 自治会集会所整備事業 72,732 108,873 Ⅱ-77

重点 (72,732) (108,873)

4 拡大 2,571 1,083 Ⅱ-77

総振 (2,571) (1,083)

重点

5 総振 人権政策推進事業 10,974 10,954 Ⅱ-82

重点 (6,574) (6,554)

№ 事業名

相談者の支援として、電話相談、面接相談、専
門相談の実施、ＤＶ被害者支援に取り組む民間
団体への補助及びＤＶ防止対策関係機関ネット
ワーク会議の開催を行います。

自治会及び自治会連合会の運営に要する経費の
一部を補助します。

〔人権政策・男女共同
参画課〕

自治会運営補助金交付
事業

説明令和4年度令和5年度

〔人権政策・男女共同
参画課〕

区分

自治会集会所の新築、増改築修繕及び建物本
体・用地の借上げに要する経費の一部を補助し
ます。

ＩＣＴを活用した自治
会活動支援事業

自治会向けＩＣＴ活用に関する講座及び自治会
電子回覧板モデル事業を実施します。

人権啓発講演会や人権問題研修会等の開催、人
権擁護委員による人権相談や人権啓発活動への
助成等によって、人権尊重意識の醸成に取り組
みます。

〔コミュニティ推進
課〕

〔コミュニティ推進
課〕

〔コミュニティ推進
課〕

７ 分野別主な事業

（１）コミュニティ・人権・多文化共生

（２）環境

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

16 総振 4,150 84,150 Ⅱ-100

重点 (4,150) (84,150)

〔スポーツ振興課〕

17 総振 多目的広場等整備事業 54,231 29,369 Ⅱ-101

〔スポーツ振興課〕 (5,431) (7,469)

18 新規 43,885 0 Ⅱ-101

(43,885) (0)

〔スポーツ振興課〕

19 総振 10,401 10,402 Ⅱ-103

重点 (10,401) (10,402)

〔スポーツ振興課〕

20 総振 11,605 14,721 Ⅱ-104

(11,605) (14,721)

〔スポーツ政策室〕

市民が身近な場所でスポーツを気軽に楽しむこ
とができる環境を確保するため、市の未利用地
等を暫定的に活用した多目的広場を整備しま
す。

子どものスポーツ能力
測定会・大人の体力測
定会の開催

説明

サッカーを核としたスポーツのまちづくりを推
進するため、「さいたまサッカーフェスタ」を
開催するとともに、女子サッカーの普及・発展
を図る取組を実施します。

市民のスポーツへの興味・関心を高め、継続的
なスポーツ活動へとつなげる取組として、子ど
ものスポーツ能力測定会・大人の体力測定会を
開催します。

国内で競技人口が増えているアーバンスポーツ
を楽しむ環境の整備に向けて、公民連携組織を
支援するとともに、初心者や親子向けの体験機
会を提供します。

令和4年度

アーバンスポーツの活
性化

既存夜間照明設備をＬＥＤ化し、施設利用者の
利便性向上や温室効果ガスの削減、省電力化を
図ります。

八王子スポーツ施設夜
間照明設備ＬＥＤ化事
業

№ 区分 事業名 令和5年度

サッカーのまちづくり
の推進

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

11 拡大 756,480 39,640 Ⅱ-249

総振 (10,526) (29,058)

重点

〔環境創造政策課〕

12 拡大 190,119 141,699 Ⅱ-249

総振 (179,512) (131,092)

〔環境創造政策課〕

13 拡大 39,799 35,736 Ⅱ-249

総振 (37,915) (34,354)

重点 〔環境創造政策課〕

14 拡大 83,420 53,145 Ⅱ-249

総振 (407) (5,545) Ⅱ-522

15 新規 債務負担 0 Ⅱ-347

行為設定 (0)

〔道路環境課〕

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

道路照明灯一斉ＬＥＤ
化事業

市民・事業者との連携
による省エネ・創エネ
化の促進

温室効果ガス排出量を削減するとともに、災害
に強い持続可能なまちづくりを目指すため、公
民館における再生可能エネルギー設備等の導入
を推進します。

ＥＳＣＯ事業等による、さいたま市全域の道路
照明灯の一斉ＬＥＤ化に向けて調査及び設計を
行います。

ゼロカーボンシティの実現に向けて、エネル
ギーの地産地消の推進体制を構築するととも
に、脱炭素先行地域における再生可能エネル
ギーの導入拡大等の取組を実施します。

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づ
き、温室効果ガス排出量を削減するため、市
民・事業者への支援策や啓発活動を実施しま
す。

運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するた
め、市民・事業者への支援策やＥＶ教室等の啓
発活動の実施により、次世代自動車の普及を推
進します。

Ｅ－ＫＩＺＵＮＡ　Ｐ
ｒｏｊｅｃｔの推進

ゼロカーボンシティ実
現に向けた地域循環共
生圏の構築

市有施設への再生可能エ
ネルギー設備等の導入

〔環境創造政策課、生
涯学習総合センター〕

（３）健康・スポーツ

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

29 拡大 小学校35人学級教室整備事業 412,563 230,873 Ⅱ-496,505

総振 (412,563) (230,873) Ⅱ-507,509

Ⅱ-514,530

30 拡大 8,686 6,768 Ⅱ-496

総振 (8,686) (6,768) Ⅱ-503

重点 〔高校教育課、指導１
課〕

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

市立小学校の35人学級の実施等による学校の教
室を確保するため、教室改修及び仮設校舎の設
置を行うとともに必要な物品を購入します。

ＤＸツールを活用し、全ての市立中・高等学校
及び中等教育学校で「スポーツを科学する部活
動」を、全ての市立小学校で「スポーツを科学
する授業」を実施します。

スポーツを科学する生
徒の育成

〔学校施設管理課、学校施設

整備課、教育財務課、指導１

課、健康教育課〕

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

21 総振 18,378 44,298 Ⅱ-106

重点 (18,378) (37,341)

〔スポーツ政策室〕

22 拡大 5,891 39,999 Ⅱ-106

総振 (5,891) (39,999)

重点 〔スポーツ政策室〕

23 拡大 305,687 85,715 Ⅱ-106

総振 (205,687) (85,715)

重点

24 総振 190,628 200,846 Ⅱ-107

重点 (190,628) (200,846)

25 拡大 49,406 50,326 Ⅱ-139

総振 (0) (0) Ⅱ-145

重点

26 新規 14,131 0 Ⅱ-154

総振 (14,131) (0) Ⅱ-159

〔健康増進課〕

27 拡大 健康マイレージ 158,102 147,787 Ⅱ-159

総振 〔健康増進課〕 (158,102) (147,787)

重点

28 総振 2,649 2,658 Ⅱ-160

重点 (2,427) (2,374)

〔健康増進課〕

ランニングイベントの
開催

（仮称）さいたま市口
腔保健センター開設事
業

〔スポーツイベント
課〕

〔スポーツイベント
課〕

地域・家庭・学校が連
携した食を通じた健康
づくり

高齢者の保健事業と介
護予防の一体的実施

〔年金医療課、いきい
き長寿推進課〕

国際自転車競技大会開
催支援事業

「さいたま市５つの『食べる』」の推進、朝
食・共食の啓発、協働の強化、ライフステージ
に応じた食育を推進します。

市民のスポーツに対する意欲・関心を高め、多
くの市民が楽しめるフルマラソンを含むランニ
ングイベントを開催します。

自転車を活用したまちづくりのシンボルとなる
国際自転車競技大会「ツール・ド・フランスさ
いたまクリテリウム」の開催を支援します。

医療・介護のデータから地域の健康課題を把握
し、低栄養予防等を目的とした個別的な保健指
導や、「通いの場」等での健康教育・健康相談
等を実施します。

歯科診療や歯科保健サービス向上のため、（仮
称）さいたま市口腔保健センターの開設に向
け、施設の基本計画を策定し、開設予定地の旧
中央区保健センターの解体設計を実施します。

ＩＣＴを活用し、楽しみながら継続的な運動習
慣の獲得を図るため、歩数等に応じてポイント
を付与する健康マイレージを実施するとともに
市民に利用しやすいシステムを構築します。

次世代型スポーツ施設
の整備

デジタル技術を活用し、メインアリーナ・サブ
アリーナ等からなる次世代型スポーツ施設を与
野中央公園に整備するため、整備事業者の公募
等を実施します。

「さいたまスポーツ
シューレ」の活用推進

持続可能で幅広いスポーツ振興を図るため、Ｉ
ＣＴ等の先端的な知見を活用したスポーツ人材
の育成やスポーツ機会を提供します。

№ 区分 事業名 令和5年度 説明令和4年度

（４）教育

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

31 拡大 地域における部活動の 52,128 2,345 Ⅱ-496

総振 推進 (34,752) (0)

〔指導１課〕

32 拡大 38,874 4,149 Ⅱ-502

総振 (19,454) (3,782)

〔総合教育相談室〕

33 拡大 1,532,372 1,236,552 Ⅱ-504

総振 (1,532,372) (1,236,552)

重点 〔教育研究所〕

34 拡大 32,120 10,576 Ⅱ-507

総振 (32,120) (10,576) Ⅱ-512

〔学校施設管理課〕

35 拡大 338,153 95,493 Ⅱ-508

総振 (118,153) (95,493)

〔学校施設整備課〕

36 総振 117,373 884,856 Ⅱ-508

(5,573) (150,456)

〔学校施設整備課〕

37 拡大 8,526,104 4,818,180 Ⅱ-509

総振 (790,584) (567,644) Ⅱ-514

Ⅱ-516

38 拡大 1,744,900 569,119 Ⅱ-509

総振 (16,130) (2,680) Ⅱ-514

〔学校施設整備課〕

39 拡大 129,755 109,761 Ⅱ-509

総振 (13,055) (12,861) Ⅱ-514

〔学校施設管理課〕

40 新規 2,254 0 Ⅱ-515

(2,254) (0)

〔高校教育課〕

41 拡大 3,145 13,271 Ⅱ-536

総振 (3,145) (13,271)

〔特別支援教育室〕

市立中学校の休日の部活動について、段階的に
学校から地域に移行すべく、モデル校において
統括団体から派遣された指導者による実証事業
を実施します。

学校施設リフレッシュ基本計画に基づき、学校
施設の計画的な改修・改築を実施します。

学校施設リフレッシュ
推進事業

〔学校施設整備課、学校施設

管理課、高校教育課〕

教育の質の向上とともに、持続可能で機能性・
合理性を高めた教育環境の整備を実現するた
め、水泳授業の民間委託化を実施します。

武蔵浦和駅周辺地区義
務教育学校整備事業

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

不登校等児童生徒への
支援の充実

不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗｔ
ｈ）において、授業等を補助する外部人材やメ
タバースを活用したオンライン学習を新たに導
入し、学習支援・相談支援の充実を図ります。

児童生徒用コンピュー
タ整備事業

児童生徒1人1台端末の効果を高めるため、適切
な維持管理を行うとともに、個別最適な学びを
実現するため、教育データ可視化システムの開
発等を実施します。

説明

学校規模の適正化とともに、教育の質の向上を
図るため、武蔵浦和駅周辺地区に義務教育学校
を整備するための基本設計・実施設計を実施し
ます。

大和田特定土地区画整理事業の進捗に合わせ、
市民利用前提の学校体育施設（プール等）を備
えた小学校、保育所等を一体的に整備するため
の実施設計等を実施します。

災害時の避難所機能の強化を図るとともに、良
好な教育環境を確保するため、市立中学校の体
育館への空調機の新規整備等を実施します。

小中学校における水泳
授業の民間委託化事業

新設大和田地区小学校
整備事業

空調機リフレッシュ事
業

児童生徒の健康面や良好な学習環境維持のた
め、市立小・中学校の洋式トイレの整備を実施
します。

令和6年度入学者選抜から、市立高等学校3校
（浦和・浦和南・大宮北）の入学者選抜出願手
続をオンラインで実施します。

学校トイレ洋式化推進
事業

市立高等学校入学者選
抜出願オンライン化事
業

知的障害児の特別支援学校等に係る教育環境の
充実を図るため、令和5年4月にひまわり特別支
援学校に知的障害教育部門高等部を開設しま
す。

ひまわり特別支援学校
知的障害教育部門高等
部の開設

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

47 総振 4,063 3,958 Ⅱ-122

(4,063) (3,958)

〔福祉総務課〕

48 総振 4,444 7,284 Ⅱ-128

(1,387) (2,140)

〔生活福祉課〕

49 総振 90,552 90,439 Ⅱ-128

(45,277) (45,220)

〔生活福祉課〕

50 総振 13,237 14,634 Ⅱ-130

重点 (3,604) (3,934)

〔障害政策課〕

51 拡大 316,946 309,805 Ⅱ-133

総振 (246,989) (245,194)

〔障害支援課〕

ケアラーに対する社会的認知度や理解の向上を
図り、ケアラーを社会全体で支える機運を醸成
するため、市民、事業者、関係機関等への周知
啓発を実施します。

子どもに対する学習機
会と居場所の提供

生活困窮世帯の小中学生及び高校生等を対象
に、子どもの基礎学力の向上や大人と触れ合う
居場所の提供等を目的とした学習支援を実施し
ます。

各区に福祉まるごと相談窓口を設置し、生活困
窮者や福祉の複合的な課題を抱えた方等の相談
を包括的に受け止め、相談内容に応じた必要な
支援のコーディネートを実施します。

ノーマライゼーション
普及啓発事業

ノーマライゼーションの理念の普及啓発のた
め、ブラインドサッカーの親善試合であるノー
マライゼーションカップや「障害者週間」市民
のつどい等を実施します。

包括的な支援体制の構
築

ケアラー・ヤングケア
ラー啓発事業

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

障害者生活支援セン
ター運営事業

障害者の相談支援体制の強化を図るため、基幹
相談支援センターを整備し、相談支援事業者に
対する専門的指導・助言、人材育成等を実施し
ます。

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

42 拡大 4,997 2,824 Ⅱ-46

総振 (4,997) (2,824)

〔危機管理課〕

43 総振 防犯対策の推進 45,170 44,708 Ⅱ-76

重点 〔市民生活安全課〕 (41,295) (41,833)

44 総振 犯罪被害者等への支援 9,029 9,318 Ⅱ-77

〔市民生活安全課〕 (9,029) (9,311)

45 総振 交通安全教室の実施 1,211 1,417 Ⅱ-79

〔市民生活安全課〕 (1,211) (1,400)

46 拡大 1,207,287 866,042 Ⅱ-80

総振 (1,207,287) (866,042)

〔市民生活安全課〕

交通安全施設設置の推
進

セーフコミュニティの
推進

市民との協働により、データを活用した効果的
な事故やケガの予防活動を行います。この活動
を通じて、今後のセーフコミュニティ国際認証
の再認証に繋げます。

市民、事業者、警察等関係機関との連携の下、
防犯や暴力排除の意識の向上を図り、地域の自
主防犯活動の支援や暴力排除活動を推進しま
す。

犯罪被害者等が平穏な生活を再び営むことがで
きるようにするため、相談や問合せへの対応、
見舞金の支給などを実施します。

幼児・小学生・高齢者などを対象とし、交通マ
ナーや交通ルールを実践的に学ぶ教室を開催し
ます。

市民からの要望が多い場所や事故・犯罪が起こ
りやすい場所を中心に、公衆街路灯及び道路反
射鏡を設置します。

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

（６）福祉

（５）生活・安全

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

60 新規 21,624 0 Ⅱ-163

(21,583) (0)

〔地域保健支援課〕

61 拡大 2,719 2,694 Ⅱ-163

総振 (459) (455)

重点

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

3歳児健康診査の視覚検査において、屈折検査
を導入し、視覚異常の早期発見・早期治療につ
なげるための支援を実施します。

３歳児健康診査におけ
る眼科屈折検査

〔地域保健支援課〕

母子健康手帳の交付窓口を妊娠・出産包括支援
センターに統合し、専門職による面接率100％
を目指し、妊産婦への切れ目のない支援を実施
します。

妊娠・出産包括支援事
業

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

52 拡大 日中一時支援事業 35,497 36,706 Ⅱ-133

〔障害支援課〕 (8,876) (9,178)

53 総振 99,200 102,326 Ⅱ-143

重点 (53,898) (54,731) Ⅱ-181

〔高齢福祉課〕

54 総振 1,900 2,400 Ⅱ-143

(1,900) (2,400)

〔高齢福祉課〕

55 拡大 107,460 103,377 Ⅱ-144

総振 (41,307) (41,978) Ⅱ-182

56 新規 ケアラー相談事業 17,094 0 Ⅱ-144

総振 (17,094) (0)

57 拡大 東楽園再整備事業 2,795,607 826,815 Ⅱ-146

総振 〔高齢福祉課〕 (7,707) (206,315)

58 拡大 1,765,105 1,418,043 Ⅱ-147

総振 (510) (87,326)

〔介護保険課〕

59 総振 一般介護予防事業 146,211 154,808 Ⅱ-182

重点 (18,276) (19,351)

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

〔いきいき長寿推進
課〕

介護サービスの基盤整備を目的に、既存の老人
福祉施設の修繕や、地域密着型介護老人福祉施
設を整備する事業者に補助金を交付します。

介護サービス基盤の整
備

高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等の
外出を支援するため、社会福祉法人や地域住民
等が主体となり実施する移動支援事業に対し、
補助金を交付します。

障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常
的に介護している家族の一時的な休息を図るた
め、障害者等に日中活動の場を提供します。

健康増進及び介護予防の強化につながる機能を
導入し、市民の健康寿命の延伸に資する新たな
余熱利用施設を整備するため、建築工事等を実
施します。

様々な悩みや心配事・不安を抱えたケアラーか
らの相談に応じ、ケアラーに係る負担の軽減又
は解消を図るため、ケアラー電話相談を実施し
ます。

認知症高齢者等総合支
援事業

認知症の方の意思が尊重され、住み慣れた地域
で暮らし続けることができるよう、認知症サ
ポーターの養成や初期集中支援チームの設置
等、切れ目ない支援を実施します。

60歳以上の方がボランティア活動、又は65歳以
上の方が健康づくり活動等を行った場合にポイ
ントが付与され、貯めたポイントを奨励金等に
交換できる事業を実施します。

高齢者等の移動支援事
業

高齢者自身が身近な場所で継続して運動を行う
ことができるよう介護予防の普及・啓発、ボラ
ンティアの育成を行う等、「地域づくりによる
介護予防」を推進します。

〔いきいき長寿推進
課〕

〔いきいき長寿推進
課〕

シルバーポイント事業
（いきいきボランティ
ア・長寿応援）

説明

（７）子ども・子育て

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

62 拡大 産後ケア事業 24,277 18,447 Ⅱ-163

総振 〔地域保健支援課〕 (12,139) (9,225)

重点

63 新規 出産・子育て応援事業 1,067,040 0 Ⅱ-163

〔地域保健支援課〕 (180,758) (0)

64 総振 児童相談等特別事業 47,154 41,451 Ⅱ-199

〔南部児童相談所〕 (23,566) (20,795)

65 新規 67,702 0 Ⅱ-201

総振 (67,702) (0)

〔子育て支援政策課〕

66 拡大 3,610 2,661 Ⅱ-201

総振 (3,610) (2,661)

〔子育て支援政策課〕

67 新規 3,516 0 Ⅱ-201

総振 (0) (0)

〔子育て支援政策課〕

68 拡大 1,691 580 Ⅱ-203

総振 (1,691) (580)

〔子育て支援政策課〕

69 総振 1,205 1,055 Ⅱ-203

(603) (528)

〔子ども家庭支援課〕

70 新規 23,008 0 Ⅱ-203

総振 (11,485) (0)

〔子ども家庭支援課〕

71 拡大 127,605 128,664 Ⅱ-206

総振 (17,119) (23,596)

〔青少年育成課〕

72 総振 2,165,408 2,092,360 Ⅱ-207

重点 (38,935) (112,223)

73 総振 39,620 46,394 Ⅱ-208

重点 (20,090) (30,969)

〔幼児政策課〕

子育てヘルパー派遣事
業

ヤングケアラーへの支
援

妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相
談支援を行うとともに、妊娠時・出生時にパパ
ママ応援ギフト（出産・子育て応援給付金）を
支給します。

仕事と育児の両立を支援するため、ファミ
リー・サポート・センター事業における利用料
の助成対象をひとり親家庭に加え、ダブルケア
世帯及び多子世帯に拡大します。

ファミリー・サポー
ト・センター運営事業

子育てヘルパー派遣事業の利用を促進するた
め、申込から派遣までの期間短縮を図るととも
に、世帯区分に応じた利用料の引下げを実施し
ます。

多子世帯子育て応援金
給付事業

多子世帯の育児に要する費用の経済的負担を軽
減するため、第3子以降の子どもが生まれた家
庭に対し、子育て応援金を支給します。

ＡＩチャットボットに
よるひとり親家庭等へ
の支援体制の強化

ひとり親家庭が容易に情報を取得できる環境を
整備するため、ひとり親家庭向けの情報を提供
するＡＩチャットボットを新たに導入します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

児童数の急増が見込まれる指扇北小学校敷地内
に新たに放課後児童クラブの整備を行うととも
に、民設放課後児童クラブの整備促進を図るた
め、施設整備に対する助成を拡充します。

特定教育・保育施設等
の整備事業

新たな保育需要が見込まれる地域において、認
可保育所等の整備を進めるとともに、地域型保
育事業の整備促進のため、連携施設の確保を支
援します。

選べる子育て環境を創出するため、私立幼稚園
等を送迎先とした送迎保育ステーションを運営
します。

〔のびのび安心子育て
課〕

放課後児童健全育成施
設整備事業

送迎保育ステーション
事業

育児や体調に不安があり、家族等の協力が得ら
れない産婦に対し、産後ケア事業を実施しま
す。

児童問題の複雑、深刻化や児童相談所等への相
談の増加に対応するため、通告・相談に応じら
れる体制を整備し、児童の安全確認訪問業務の
民間委託を実施します。

子ども家庭総合支援拠
点事業

10区に設置した子ども家庭総合支援拠点におい
て、子育て全般に関する相談や児童等への必要
な支援を実施します。

ヤングケアラー相談窓口の周知、支援団体や関
係機関職員を対象にした研修会の開催及びヤン
グケアラーのいる家庭への訪問支援事業を実施
します。

説明

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

79 拡大 伝統文化推進事業 22,596 815 Ⅱ-95

〔文化振興課〕 (0) (815)

80 拡大 90,393 47,953 Ⅱ-96

総振 (83,259) (29,482)

〔文化政策室〕

81 拡大 453,582 48,951 Ⅱ-96

総振 (411,942) (45,174)

重点 〔文化政策室〕

82 拡大 89,737 95,966 Ⅱ-96

総振 (63,593) (69,555) Ⅱ-100

83 新規 5,780,718 0 Ⅱ-96

総振 (18) (0)

〔文化振興課〕

文化芸術創造拠点（市
民会館うらわ新施設）
の構築

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

専門人材による調査研究、芸術活動支援及び文
化発信プロジェクトなどの象徴的事業を実施す
るアーツカウンシルを運営し、文化芸術推進体
制を強化します。

市民参加型の特色のあ
る国際芸術祭の開催

魅力ある文化資源を活用し、「さいたま文化」
を発信するとともに、市民等が文化芸術に触
れ、多様な交流機会を創出するため、「さいた
ま国際芸術祭２０２３」を開催します。

アーツカウンシル運営
事業

令和4年9月に締結した「さいたま市と松竹株式
会社との文化芸術都市の創造に関する連携基本
協定書」に基づき、歌舞伎公演等を実施しま
す。

未来に向けた盆栽文化
の継承・発展

本市の魅力ある資源である盆栽を活用し、盆栽
文化の振興を図るため、展示や講座等を実施す
るほか、大宮盆栽村開村100周年に向けた企画
検討を行います。

多様化するニーズに応え、文化芸術活動の中心
拠点を構築するため、浦和駅西口南高砂地区第
一種市街地再開発事業で整備する複合ビルに市
民会館うらわを機能移転します。

〔文化政策室、大宮盆
栽美術館〕

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

74 拡大 100,712 97,536 Ⅱ-209

総振 (99,832) (96,676)

〔幼児政策課〕

75 拡大 保育人材確保対策事業 1,918,370 1,883,169 Ⅱ-210

総振 〔保育課〕 (1,227,105) (1,197,313)

重点

76 拡大 144,840 76,230 Ⅱ-210

総振 (60,834) (25,410)

〔保育課〕

77 新規 14,887 0 Ⅱ-210

総振 (4,965) (0)

〔保育課〕

78 新規 新療育センターの整備 85,923 0 Ⅱ-216

総振 (56,461) (0)

障害児療育において、初診待ち期間の長期化と
地域偏在を解消するため、岩槻区に新たな療育
施設を整備します。

〔総合療育センターひ
まわり学園総務課〕

保育士の処遇改善や保育士用宿舎借上げに係る
経費を補助します。また、新たに地域型保育事
業所等の保育支援者に係る経費を補助します。

私立幼稚園等特別支援
促進事業

心身に障害等のある幼児の就園を促進するた
め、私立幼稚園等における特別支援教育を支援
します。

医療的ケア児保育支援
センター運営事業

医療的ケア児受入支援
事業

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

医療的ケアを必要とする児童の受入れを行う私
立認可保育所等に対して支援を実施します。

新たに「医療的ケア児保育支援センター」を開
設し、未就学の医療的ケア児や家族に対して相
談等の支援を実施します。

説明

（８）文化

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

86 総振 104,659 151,855 Ⅱ-21

重点 (85,713) (107,051)

〔未来都市推進部〕

87 総振 21,379 26,023 Ⅱ-22

重点 (21,379) (26,023)

〔未来都市推進部〕

88 新規 新庁舎の整備 44,983 0 Ⅱ-24

総振 〔都市経営戦略部〕 (44,983) (0)

重点

89 新規 現庁舎地利活用の検討 9,482 0 Ⅱ-24

総振 〔都市経営戦略部〕 (9,482) (0)

重点

90 拡大 23,078 16,151 Ⅱ-292

総振 (12,408) (16,151)

重点

〔都市総務課〕

91 拡大 19,347 15,755 Ⅱ-297

総振 (13,627) (15,755)

重点 〔交通政策課〕

92 拡大 79,173 17,930 Ⅱ-301

総振 (79,173) (0)

〔まちづくり総務課〕

93 拡大 158,066 147,150 Ⅱ-305

総振 (129,606) (85,038)

〔都心整備課〕

地下鉄７号線延伸促進
事業

都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道事業者によ
る申請手続の早期実現に向け、鉄道事業者へ事
業実施要請を行うとともに、中間駅周辺のまち
づくりを推進します。

交通・商業事業者との連携強化によりシェア型
マルチモビリティの実証実験を拡充するなど、
ＩＣＴ等の先進技術をまちづくりに活用するス
マートシティの取組を推進します。

コミュニティバス等の
導入及び改善支援

交通空白地区等の解消に向け、地域が主体的に
取り組むコミュニティバス等の導入や改善への
技術的支援を行うとともに、コミュニティバス
等導入ガイドラインの改定等を行います。

本庁舎移転後の現庁舎地について、浦和の歴史
やまちづくりの検討等を踏まえた新たな利活用
に向け、検討を行います。

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

スマートシティに向け
たモビリティサービス
の充実

中央区役所周辺の公共
施設の再編とデジタル
化の推進

令和13年度を目途に「さいたま新都心バスター
ミナルほか街区」への新庁舎の移転整備を行い
ます。

中央区役所周辺の公共施設再編の事業者公募に
向けて、事業敷地の測量等の事前調査を行い、
実施方針（案）や要求水準書（案）の作成を行
います。

浦和美園・岩槻地域間
成長発展事業

「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」に位
置付けられた実践方策を展開し、地域の魅力を
高め、定住人口及び交流人口を創出します。

さいたま新都心にぎわ
い創出事業

さいたま新都心将来ビジョンの実現に向けた取
組の推進や都市施設の適正管理のほか、市役所
新庁舎の移転整備を見据えたまちづくりの検討
を実施します。

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

84 総振 2,846 5,147 Ⅱ-99

(2,846) (5,147)

〔文化政策室〕

85 総振 138,421 115,292 Ⅱ-99

(112,052) (89,204)

〔岩槻人形博物館〕

本市の魅力ある資源である人形を活用し、人形
文化の振興を図るとともに、観光振興等にも寄
与するため、展示や講座等を実施します。

岩槻人形博物館を拠点
とした人形文化の振
興・発信

説明

美術館等文化芸術創造
拠点整備事業

美術館等文化芸術創造拠点に関する他の事例等
を調査しつつ、基本構想の策定に向けた検討を
行います。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

（９）都市インフラ

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業

‐36‐



*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

94 拡大 35,184 15,958 Ⅱ-306

総振 (29,684) (15,958)

重点

95 総振 198,410 273,594 Ⅱ-307

重点 (183,410) (264,794)

〔東日本交流拠点整備課〕

96 拡大 12,060 8,866 Ⅱ-308

総振 (12,060) (8,866)

97 総振 6,212,712 1,427,277 Ⅱ-309

重点 (23,212) (87,177)

98 総振 4,417 4,533 Ⅱ-311

(4,417) (4,533)

〔都市公園課〕

99 拡大 大規模公園の整備推進 1,403,093 264,514 Ⅱ-311

総振 (155,964) (142,114) Ⅱ-312

重点

100 拡大 25,223 11,555 Ⅱ-313

総振 (8,888) (11,555)

〔みどり推進課〕

101 拡大 55,979 40,659 Ⅱ-315

総振 (45,761) (40,659)

重点

102 総振 2,930,190 3,066,717 Ⅱ-316

(7,924) (53,417)

103 総振 40,866 30,147 Ⅱ-317

(11,326) (0)

104 総振 道路環境整備事業 8,383,852 7,912,143 Ⅱ-347

〔道路環境課〕 (3,397,742) (3,811,544) Ⅱ-348

105 総振 幹線道路整備事業 10,259,438 9,584,871 Ⅱ-349

重点 〔道路計画課〕 (861,796) (1,592,775) Ⅱ-356

副都心にふさわしい都市空間・都市環境の形成
を図るため、大門上池調節池広場の管理運営、
ＡＩ等を活用したモビリティサービスの導入に
向けた検討を実施します。

東日本の対流拠点形成に資する機能を導入する
ため、公募により優先交渉権者を決定するとと
もに、優先交渉権者が施設設計を実施します。

桜木駐車場用地活用の
推進

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ等公
民連携による公園のに
ぎわい創出

（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園や
与野公園において、公募設置管理制度（Ｐａｒ
ｋ－ＰＦＩ）を活用し、にぎわい創出・魅力の
向上を図ります。

〔浦和東部まちづくり
事務所〕

美園地区のまちづくり
の推進

〔都心整備課、浦和駅周
辺まちづくり事務所〕

浦和駅西口南高砂地区
市街地再開発事業

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業を推進
するとともに、浦和西口停車場線等の整備を実
施します。〔浦和駅周辺まちづく

り事務所〕

グリーンインフラの推
進

〔東日本交流拠点整備
課〕

大宮駅グランドセント
ラルステーション化構
想の推進

〔都市公園課、北部公
園整備課、南部公園整
備課〕

浦和駅周辺地区まちづ
くり推進事業

市民協働・公民連携により「文教都市」浦和の
特性を生かしたまちづくりを推進し、都市機能
の更新や上質な生活と持続的な都市活力を生み
出す都市空間形成等に取り組みます。

東日本中枢都市としての競争力を強化するた
め、大宮駅グランドセントラルステーション化
構想を具体的かつ実現可能なものにするための
検討等を実施します。

大宮駅西口第三地区ま
ちづくりの推進

大宮駅西口第三地区内におけるまちづくりの機
運醸成に向けた啓発等を行うとともに、市街地
再開発事業にかかる補助金交付や都市計画道路
の整備等を実施します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

都市活動を支える道路交通ネットワークを形成
するため、国道１２２号蓮田岩槻バイパス、産
業道路、道場三室線等の幹線道路整備を効率的
かつ効果的に推進します。

見沼田圃の保全と新た
な活用・創造の推進

「農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと
“みぬま”」を実現するため、アクションプラ
ンに基づき、3つの市民プロジェクトに取り組
むとともに、情報発信力を強化します。

〔見沼田圃政策推進
課〕

道路施設の老朽化に伴い、定期的な点検を行
い、計画的かつ効率的な維持管理を実施すると
ともに、沿線住民の要望に基づき、生活道路の
整備を実施します。

緑の核となり、地区内外から多くの人が訪れる
大規模公園（秋葉の森総合公園、見沼通船堀公
園、さいたまセントラルパーク、与野中央公
園）の整備を推進します。

緑化滞在空間を創出する社会実験を実施すると
ともに、グリーンインフラが有する機能の可視
化に向けた基礎調査及びガーデンツーリズムの
実現化方策等を検討します。

説明

〔大宮駅西口まちづく
り事務所〕

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

109 総振 防災行政無線整備事業 337,940 90,110 Ⅱ-46

重点 〔防災課〕 (99,640) (90,110)

110 総振 橋りょう耐震化事業 1,033,520 1,054,682 Ⅱ-350

〔道路環境課〕 (120) (37,832)

111 総振 1,274,860 1,245,507 Ⅱ-352

重点 (73,160) (148,907)

〔河川課〕

112 拡大 流域対策施設整備事業 215,595 78,519 Ⅱ-352

総振 〔河川課〕 (75,295) (38,419)

重点

113 総振 下水道浸水対策の推進 2,766,439 3,735,544 Ⅱ-361

〔下水道計画課〕

114 総振 消防力等の体制強化 102,452 329,097 Ⅱ-461,462

(37,563) (89,397) Ⅱ-463,466

Ⅱ-468,469

Ⅱ-470,471

115 新規 9,493 0 Ⅱ-467

総振 (9,493) (0) Ⅱ-471

〔救急指導室、警防課〕

緊急輸送道路の橋りょう及び重要路線・鉄道な
どを跨ぐ橋りょう（大栄橋、羽根倉橋外）につ
いて、重点的かつ計画的に耐震補強や落橋防止
対策を実施します。

同報系防災行政無線の運用管理を行うととも
に、基幹設備の更新を行うことにより、他の情
報配信サービスとの連携を図り、災害時におい
て市民へ必要な情報を迅速に伝達します。

準用河川・排水路等改
修事業

浸水被害を軽減し、治水安全度の向上を図るた
め、準用河川・排水路等（新川、黒谷川外）の
整備を推進します。

浸水被害の軽減を図るため、流域治水対策とし
て、流域貯留浸透施設（岩槻諏訪公園）や調節
池の整備を推進します。

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

救急ワークステーショ
ンの活用による救護体
制の強化

さいたま市消防力整備計画に基づき、消防署所
の更新整備並びに消防車両及び人員の増強整備
を実施します。

〔消防企画課、消防職員
課、消防施設課、警防
課、救急課、指令課〕

市民が求める救急医療を提供するため、消防と
市立病院との相互協力体制により、本市におけ
る救急体制と地域医療の向上を実現します。

浸水被害の軽減を目的とした雨水管（緑区宮本
外）及び雨水貯留施設等（大平公園調整池外）
の整備を推進します。

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

106 拡大 3,771,913 2,367,413 Ⅱ-349

総振 (27,413) (252,413)

重点 〔広域道路推進室〕

107 総振 134,000 152,600 Ⅱ-351

(7,050) (10,900)

〔道路環境課〕

108 総振 3,162,766 3,142,793 Ⅱ-361

〔下水道計画課〕

説明

新大宮上尾道路等の整
備促進

対流拠点として、広域交通ネットワークを構築
するため、新大宮上尾道路の事業化区間の早期
完成と未事業化区間の早期事業化を目指し、国
直轄整備経費の一部を負担します。

下水道施設の健全化の
推進

警察による最高速度30ｋｍ／ｈの速度規制と道
路管理者による物理的デバイス等を組み合わせ
た生活道路の交通安全対策を推進します。

下水道施設の老朽化に伴い、予防保全の観点か
ら計画的な改築を行うとともに、緊急輸送道路
下などの重要な下水道管の耐震化を推進しま
す。

ゾーン３０プラス整備
事業

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

（１０）消防・防災

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業

‐38‐



*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

116 拡大 就労支援の充実 101,614 75,842 Ⅱ-264

総振 〔労働政策課〕 (73,267) (67,783)

重点

117 拡大 農業交流施設の整備 587,929 14,890 Ⅱ-265

総振 〔農業政策課〕 (75,329) (7,590)

118 拡大 22,998 18,209 Ⅱ-265

総振 (22,998) (18,209) Ⅱ-268

重点

119 拡大 212,167 158,268 Ⅱ-271

総振 (178,878) (158,268) Ⅱ-281

〔食肉市場・道の駅施設整備準備室〕

120 拡大 431,837 308,185 Ⅱ-272

総振 (431,837) (294,185)

重点

〔経済政策課〕

121 拡大 31,228 20,472 Ⅱ-272

総振 (31,228) (15,472)

重点

〔経済政策課〕

122 総振 17,881 19,080 Ⅱ-275

(17,126) (18,508)

〔経済政策課〕

123 総振 29,193 28,670 Ⅱ-275

重点 (29,193) (28,670)

〔経済政策課〕

124 総振 55,907 60,965 Ⅱ-275

(55,907) (60,965)

〔経済政策課〕

125 総振 企業立地の促進 297,099 283,642 Ⅱ-276

重点 〔産業展開推進課〕 (297,099) (283,638)

126 総振 73,554 66,714 Ⅱ-277

重点 (73,554) (66,714)

〔産業展開推進課〕

127 総振 43,320 55,858 Ⅱ-277

重点 (43,320) (55,858)

〔産業展開推進課〕

中小企業の生産性・付
加価値向上を通じた成
長促進支援

市内中小企業の持続的な成長に向け、経営基盤
強化と事業継続力向上の総合的な支援及びＤＸ
推進による生産性と付加価値向上を支援しま
す。

創業・副業を目指す方に対する総合的な支援等
により、新たな産業の創出と多様な働き方を推
進します。

（仮称）農業及び食の
流通・観光産業拠点の
整備

本市の優位性を生かした企業誘致活動や官民連
携による新たな産業集積拠点の創出に向けた権
利者組織の支援及び関係機関協議等を実施しま
す。

創業・副業・テレワー
ク支援による新たな産
業の創出

さいたま市ＳＤＧｓ企
業認証制度

ＳＤＧｓ企業認証制度を通じて、市内企業の持
続的な成長を支援します。

東日本連携の推進によ
る地域経済活性化

「東日本連携・創生フォーラム」を開催すると
ともに、東日本地域の商材の販路拡大やビジネ
ス交流を進めることで、東日本全体の地域経済
を活性化します。

地方創生に向けた東日
本連携センターの運営

まるまるひがしにほん（東日本連携センター）
を中心に「ヒト・モノ・情報」の交流・発信を
促進し、本市と東日本地域の経済交流を活性化
します。

食肉中央卸売市場・と畜場及び道の駅を一体的
に整備する（仮称）農業及び食の流通・観光産
業拠点の整備を検討します。

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度 説明

求職者向けデジタルスキル習得講座の実施など
求職者の世代・状況に応じた支援を実施すると
ともに、企業と求職者のマッチングにより市内
企業等の人材確保を支援します。

地産地消推進のため、農産物直売所などの施設
を軸に、市民農園や観光農園と連携した農業交
流施設を整備します。

効率的かつ安定的な農
業経営の実現

農業経営の安定化のため、ＩＣＴ等の先進技術
を活用した経営モデルの確立、農業者への普及
啓発及び導入支援のほか情報収集による農地貸
付の促進をします。

〔農業政策課、見沼グ
リーンセンター〕

国内外事業展開支援の
強化

企業の事業機会を創出するためのビジネスマッ
チングを実施するとともに、欧州等における国
際競争力向上支援を実施します。

産学連携等によるイノ
ベーション創出の支援

イノベーション創出による産業競争力の強化を
実現するため、市内企業の産学連携及び、研究
開発等の取組を推進します。

（１１）経済・産業

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

135 新規 3,848 0 Ⅱ-8

(1,925) (0)

〔広報課〕

136 総振 336 451 Ⅱ-20

(336) (451)

〔行財政改革推進部〕

137 拡大 5,893 4,783 Ⅱ-25

総振 (5,893) (4,783)

説明№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

市民が求める分野の情報をプッシュ型で届ける
など、ＬＩＮＥを活用した情報発信の強化に取
り組みます。

ＬＩＮＥを活用した情
報発信の強化

職員の長時間労働の是正やワーク・ライフ・バ
ランスの向上に資する取組を推進します。

地域のＩＣＴ活用支援
業務

誰もがデジタルの恩恵を受けることができるよ
う、市民向け講座の開催等によるデジタルデバ
イド対策を実施します。

職員の働き方見直しの
推進

〔デジタル改革推進
部〕

*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

128 総振 8,040 8,774 Ⅱ-278

(8,040) (8,774)

〔商業振興課〕

129 総振 173,090 170,436 Ⅱ-278

重点 (173,090) (170,436)

〔商業振興課〕

130 新規 31,855 0 Ⅱ-278

(31,855) (0)

〔商業振興課〕

131 新規 市の魅力発信事業 14,960 0 Ⅱ-279

〔観光国際課〕 (14,960) (0)

132 総振 34,895 37,718 Ⅱ-280

重点 (34,895) (37,718)

〔観光国際課〕

133 拡大 インバウンド促進事業 22,181 20,110 Ⅱ-280

総振 〔観光国際課〕 (19,181) (17,110)

重点

134 総振 10,000 10,000 Ⅱ-280

重点 (10,000) (10,000)

〔観光国際課〕

地域資源を生かした観
光の振興

本市の観光資源の認知度向上、誘客促進のた
め、市内周遊イベントを実施します。

地域経済の活性化、行政サービスの向上、地域
コミュニティの創出及びデータを活用した施策
等の実現を図るデジタル地域通貨の導入調査を
実施します。

東日本連携による誘客
促進

№ 区分 事業名 令和5年度 令和4年度

外国人観光客の誘致を促進するため、本市の観
光資源についてプロモーションを実施します。

市の魅力を市内外に広く発信することで、市内
経済の活性化を図るため、（公社）さいたま観
光国際協会が運営しているＷｅｂサイトをリ
ニューアルします。

地域の特色を生かした
商業活性化

商店街の活性化及びにぎわいの創出を図るた
め、地域の特色を生かしたイベント等を実施す
るとともに、商店会等が実施する地域イベント
や共同施設整備に対して補助します。

説明

さいたまスイーツを広くＰＲするため、市内お
菓子工場や個店、民間事業者等と連携したイベ
ント等の実施のほか、ＷｅｂサイトやＳＮＳを
活用した情報発信を行います。

さいたまスイーツの魅
力の発信

デジタル地域通貨導入
調査事業

東日本連携都市の観光資源のプロモーションを
実施することで、誘客を促進し、東日本地域を
活性化します。

（１２）市民協働・公民連携、高品質経営市役所

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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*（ ）内は一般財源 （単位：千円）

概要掲載

ページ

138 総振 18,337 101,771 Ⅱ-25

(18,337) (53,519) Ⅱ-26

139 総振 30,390 618,140 Ⅱ-25

(30,390) (0)

140 拡大 972,773 108,810 Ⅱ-25

(0) (0)

141 拡大 149,647 74,701 Ⅱ-26

総振 (149,647) (74,701)

142 総振 185,848 198,389 Ⅱ-41

(185,848) (198,389)

〔人事課〕

143 拡大 87,706 24,815 Ⅱ-54

総振 (87,706) (24,815)

〔財政課〕

144 新規 債務負担 0 Ⅱ-63

行為設定 (0)

〔固定資産税課〕

145 新規 預貯金等調査の電子化 6,820 0 Ⅱ-64

総振 〔収納対策課〕 (6,820) (0)

146 総振 6,232 7,842 Ⅱ-83

(2,141) (3,641)

〔市民協働推進課〕

147 137,092 578,222 Ⅱ-84

(8,573) (0)

〔区政推進部〕

148 総振 2,437 4,245 Ⅱ-86

(2,437) (4,245)

〔区政推進部〕

149 拡大 22,671 18,230 Ⅱ-104

(22,671) (18,230)

〔スポーツ政策室〕

滞納整理の迅速化及び効率化を図り、収納率の
向上に資するため、預貯金生命保険調査システ
ムを導入します。

さいたま市『ふるさと応援』寄附の受入拡大を
図るため、返礼品の拡充や外部ポータルサイト
の活用を行うとともに、クラウドファンディン
グ型ふるさと納税を実施します。

ＪＣＨＯさいたま北部
医療センター跡地利活
用の推進

ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地に、民
間事業者が主体となって整備するスポーツ施設
と公民館・児童センター等からなる複合施設
を、公民連携により整備します。

基幹業務システム標準
化対応

デジタル改革関連法の制定に伴う、基幹業務シ
ステムの標準化対応を行います。

マイナンバーカード交
付窓口強化事業

マイナンバーカードの交付を円滑に行うため、
特設交付センター及び交付予約コールセンター
を引き続き設置します。

〔デジタル改革推進
部〕

全庁的に共通する庶務事務を効果的・効率的に
処理するため、ＩＣＴを活用した庶務事務のシ
ステム化を推進します。

区役所窓口総合サービ
ス向上事業

市民満足度の向上のため、おくやみ窓口の維持
管理、おくやみ手続きガイドサービスの運用、
窓口受付用番号発券機の維持管理を実施しま
す。

市民活動団体が実施する公益的な事業を支援す
るため、基金を活用した助成事業を実施しま
す。

マッチングファンド制
度による協働事業の促
進

さいたま市『ふるさと
応援』寄附の受入拡大

登記データ連携システ
ム構築業務

最新の登記データの把握と履歴検索を可能と
し、税システムと連携することで課税台帳の異
動更新処理を半自動化するため、登記データ連
携システムを構築します。

窓口手続のオンライン化など、ＩＣＴの導入に
より、多様化する市民ニーズや新しいライフス
タイルに対応し、市民の利便性を向上させま
す。

働きやすい職場環境整
備の推進

業務効率化、ペーパーレス化を図り、職員の多
様な働き方を支援するため、ＲＰＡ等の利用拡
大、無線ＬＡＮ、テレワーク環境等新しいデジ
タル基盤の整備に取り組みます。

窓口手続のオンライン
化拡充

説明

マイナンバーカード普
及促進事業

安全・安心で利便性の高いデジタル社会の実現
に向けて、基盤となるマイナンバーカードの普
及促進に関する取組を実施します。〔デジタル改革推進

部〕

令和4年度№ 区分 事業名 令和5年度

庶務事務のシステム化
の推進

〔デジタル改革推進
部〕

〔デジタル改革推進
部〕

〔区分〕新規：新規事業 拡大：拡大事業 総振：総合振興計画実施計画事業 重点：総合振興計画重点戦略事業
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多様な主体とともに進めるまちづくり

【施策と主な事業】
（１）市民協働・公民連携意識の醸成

・民間企業等と連携した情報の発信
・協働情報の発信強化
・ＣＳ９０＋運動の全市的推進
・庁内コミュニケーションの促進と推進体制の充実
・協働意識の向上促進
・公民連携セミナーの開催
・高校生ファシリテーターの活躍

（２）市民協働・公民連携を推進する仕組みづくり
・企業等の連携・協定による公共サービスの充実
・ＮＰＯ法人の設立支援
・民間提案の事業化
・協働のコーディネート強化
・マッチングファンド制度による協働事業の促進
・大学との連携の推進
・ＰＦＩ手法等の導入

質の高い都市経営の実現のため、「市民協働・公民連携」と「高品質経営市役所」の
２つの視点から、「さいたま市総合振興計画基本計画実施計画」に基づき、行財政改革
の取組を推進します。

８ 行財政改革の取組

市民、市民活動団体、事業者、大学など多様な主体と市との協働・連携を推進
し、社会や地域の課題に対して効果的に取り組むまちを目指します。

市民協働・公民連携 1,000千円

行財政改革の取組による財政効果額 約115億円（歳入確保額 約60億円、歳出削減額 約55億円）

１ 市民に信頼される開かれた市政運営

【施策と主な事業】
（１）広報・広聴機能の充実

・市民に分かりやすい情報発信
・市民の関心・共感を高める情報発信
・市民に信頼される広聴機能の充実

（２）効果的・効率的な区役所窓口サービスの提供
・区役所窓口総合サービスの向上

（３）公正かつ適正な職務執行
・職員のコンプライアンス意識の更なる向上

２ 健全財政の維持

【施策と主な事業】
（１）健全で持続可能な財政運営

・事務事業の見直しによる健全財政の維持
・補助事業等の見直し

高品質経営市役所 11,461,733千円

本市の情報を市民と共有するとともに、適正な職務執行を通じて、市民に信頼さ
れる開かれた市政運営を推進します。

必要な市民サービスを維持し、かつ的確に行うため、効果的・効率的な財政運営
を推進します。
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・公共施設マネジメントの推進
・市民保養施設の活用
・市税・介護保険料・保育料の収納率の向上
・国民健康保険事業の健全化
・公金の納付機会の拡大
・ふるさと応援寄附の充実と地方創生応援税制の活用
・未利用資産の有効活用
・保育園用務業務・学校用務業務等の委託化
・外郭団体の健全経営
・使用料・手数料の見直し

（２）公営企業の健全経営
・水道事業の健全経営
・下水道事業の健全経営
・病院事業の健全経営

３ 市政を支える職員の育成と働く環境の整備

【施策と主な事業】
（１）職員の育成

・働き方見直しミーティングの推進
・一職員一改善提案制度の推進
・研修を通じた成長意識の向上と組織風土の醸成

（２）働く環境の整備
・働きやすい職場環境整備の推進
・働きやすさと働きがい向上のための人事諸制度の推進

４ ＩＣＴやデータを活用した新しい時代の行政運営

【施策と主な事業】
ＩＣＴやデータを活用した行政サービス、業務効率化

・窓口手続のオンライン化拡充
・さいたまシティスタットの推進
・情報システムの最適化
・ＩＣＴを活用できる人材の育成

５ 真の分権型社会を担う自主的・自立的な都市経営の実現

【施策と主な事業】
地方分権改革の推進と新たな大都市制度の創設

・提案募集制度の活用
・指定都市市長会による連携
・九都県市首脳会議による連携

６ さいたま市の特長を生かした都市イメージの向上

【施策と主な事業】
（１）地域資源等の発信による訪問意向の形成

・全庁のシティセールス力向上
・効果的なシティセールスの展開

（２）「住みやすさ」の発信による定住意向の形成

市民サービスの更なる向上を図るため、事務の効率化や働きやすい環境を整備
するとともに、地域社会に貢献できる職員を育成します。

ＩＣＴを活用して、新しい時代の市民ニーズに応える効果的で効率的な行政運営
を行うとともに、データに基づく業務遂行の仕組みを構築します。

本市の特長を生かし、都市イメージの向上を図ります。

地方分権改革の確実な推進や地方税財政制度の抜本的な見直しを国に働きかけるととも
に、地域の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指します。
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（単位：億円）

前年度比

増減額 増減率

6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％

3,244 3,237 ＋7 ＋0.2％

国 民 健 康 保 険 事 業 1,032 1,027 ＋5 ＋0.5％

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 292 285 ＋7 ＋2.4％

介 護 保 険 事 業 981 971 ＋9 ＋0.9％

母 子 父 子 寡 婦 福祉 資金 貸付 事業 2 1 ＋1 ＋62.9％

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 7 7 0 ＋4.8％

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 8 18 △9 △53.5％

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 11 12 △1 △12.1％

浦和東部第一特定土地区画整理事業 5 7 △2 △27.0％

南 与 野 駅 西 口 土地 区画 整理 事業 3 7 △3 △51.1％

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 7 7 0 ＋0.7％

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 2 2 0 ＋6.3％

大門下野田特定土地区画整理事業 1 1 0 ＋19.1％

公 債 管 理 894 893 ＋1 ＋0.1％

1,354 1,305 ＋49 ＋3.8％

水 道 事 業 515 491 ＋24 ＋4.9％

病 院 事 業 337 308 ＋28 ＋9.2％

下 水 道 事 業 503 506 △3 △0.6％

合　　　計 11,289 10,916 ＋373 ＋3.4％

※ 前年度比増減率は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※ 会計ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

企 業 会 計

特 別 会 計

一 般 会 計

会　計　名

９ 計数表

（１）予算総括表

【一般会計の主な増額要因】
普通建設事業費の増、社会保障関係経費の増、電気・ガス料金の高騰に伴う

光熱水費等の増

【特別会計の主な増額要因】
・後期高齢者医療事業 被保険者数の増加に伴う増
・介護保険事業 被保険者数の増加に伴う増

【企業会計の主な増額要因】
・水道事業会計 施設工事費の増
・病院事業会計 給与費及び材料費の増
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（単位：億円）

前年度比

増減額 増減率

1 市 税 2,845 2,769 ＋76 ＋2.7％ 42.5％

2 地 方 譲 与 税 29 30 0 △0.7％ 0.4％

3 利 子 割 交 付 金 1 2 0 △20.8％ 0.0％

4 配 当 割 交 付 金 18 11 ＋7 ＋65.7％ 0.3％

5 株式等譲渡所得割交付金 12 17 △5 △27.7％ 0.2％

6 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 3 3 0 ＋3.0％ 0.1％

7 法 人 事 業 税 交 付 金 23 26 △3 △9.7％ 0.4％

8 地 方 消 費 税 交 付 金 326 283 ＋44 ＋15.5％ 4.9％

9 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 1 1 0 △4.6％ 0.0％

10 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0 0 0.0％ 0.0％

11 環 境 性 能 割 交 付 金 6 9 △3 △30.3％ 0.1％

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 65 65 0 ＋0.1％ 1.0％

13 地 方 特 例 交 付 金 21 20 ＋1 ＋3.5％ 0.3％

14 地 方 交 付 税 58 92 △34 △37.1％ 0.9％

15 交通安全対策特別交付金 3 3 0 0.0％ 0.0％

16 分 担 金 及 び 負 担 金 41 39 ＋2 ＋4.2％ 0.6％

17 使 用 料 及 び 手 数 料 74 76 △2 △2.2％ 1.1％

18 国 庫 支 出 金 1,322 1,294 ＋28 ＋2.1％ 19.8％

19 県 支 出 金 352 320 ＋32 ＋10.1％ 5.3％

20 財 産 収 入 15 13 ＋2 ＋18.0％ 0.2％

21 寄 附 金 4 3 ＋1 ＋52.8％ 0.1％

22 繰 入 金 198 182 ＋16 ＋8.8％ 3.0％

23 繰 越 金 0 0 0 0.0％ 0.0％

24 諸 収 入 510 511 △1 △0.2％ 7.6％

25 市 債 760 605 ＋155 ＋25.7％ 11.4％

歳　入　合　計 6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％ 100.0％

※ 前年度比増減率及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※ 款ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

款 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

構成比

■ 歳入予算額の内訳

【主な増額要因】
・市税 納税義務者の増加や家屋の新増築等の増加に伴う増
・地方消費税交付金 輸入額の増加等による地方消費税の増収に伴う増
・市債 普通建設事業分及び収支不足対応分としての市債の発行増

（２）歳入
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

依
存
財
源

自
主
財
源

(億円)

市 税

諸 収 入

そ の 他

自主財源

（注２）

市 債

国 県

支出金

そ の 他
依存財源

（注１）

（注１）その他依存財源とは、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

分離課税所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
自動車取得税交付金、環境性能割交付金、軽油引取税交付金、地方特例交付金、地方交付税、
交通安全対策特別交付金、特別地方消費税交付金及び道府県民税所得割臨時交付金の合計額です。

（注２）その他自主財源とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金及び
繰越金の合計額です。

※ グラフの（ ）内は構成比です。
※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

1,892 1,806 1,845 2,392 2,332 2,204 2,283 2,672 2,780 3,002

(40.7) (39.6) (39.3) (45.1) (42.0) (39.6) (40.6) (43.7) (43.6) (44.9)

2,757 2,755 2,844 2,909 3,214 3,364 3,344 3,446 3,593 3,688

(59.3) (60.4) (60.7) (54.9) (58.0) (60.4) (59.4) (56.3) (56.4) (55.1)

依存財源

自主財源

■ 歳入予算額の推移
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（単位：億円）

前年度比

増減額 増減率

1,574 1,535 ＋38 ＋2.5％ 55.3％

個 人 市 民 税 1,395 1,359 ＋36 ＋2.6％ 49.0％

法 人 市 民 税 179 176 ＋2 ＋1.4％ 6.3％

928 899 ＋29 ＋3.2％ 32.6％

土 地 414 400 ＋14 ＋3.5％ 14.5％

家 屋 406 391 ＋15 ＋3.9％ 14.3％

償 却 101 102 △1 △0.6％ 3.5％

交 付 金 7 7 0 △0.6％ 0.2％

18 17 0 ＋0.9％ 0.6％

78 77 ＋1 ＋1.7％ 2.8％

0 0 0 0.0％ 0.0％

0 0 0 0.0％ 0.0％

48 48 0 ＋0.5％ 1.7％

200 193 ＋7 ＋3.8％ 7.0％

土 地 115 111 ＋4 ＋3.6％ 4.1％

家 屋 85 81 ＋3 ＋4.0％ 3.0％

合　　　計 2,845 2,769 ＋76 ＋2.7％ 100.0％

※ 前年度比増減率及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※ 税目ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

税　目

市 民 税

固 定 資 産 税

令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

構成比

都 市 計 画 税

事 業 所 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税
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2,215 2,231 2,267 2,314

2,604
2,723 2,719

2,617
2,769

2,845

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

市 民 税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

事業所税

都市計画税

ほか

(億円)

※ グラフの（ ）内は構成比です。
※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

■ 市税の内訳及び市税の推移
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（単位：億円）

前年度比

増減額 増減率

1 議 会 費 17 17 0 ＋0.9％ 0.3％

2 総 務 費 598 531 ＋68 ＋12.7％ 8.9％

3 民 生 費 2,385 2,311 ＋74 ＋3.2％ 35.6％

4 衛 生 費 718 684 ＋33 ＋4.9％ 10.7％

5 労 働 費 2 2 0 ＋19.0％ 0.0％

6 農 林 水 産 業 費 28 21 ＋7 ＋35.3％ 0.4％

7 商 工 費 393 398 △5 △1.2％ 5.9％

8 土 木 費 764 719 ＋44 ＋6.2％ 11.4％

9 消 防 費 181 175 ＋5 ＋3.1％ 2.7％

10 教 育 費 1,055 972 ＋84 ＋8.6％ 15.8％

11 災 害 復 旧 費 0 0 0 0.0％ 0.0％

12 公 債 費 547 542 ＋6 ＋1.1％ 8.2％

13 予 備 費 2 2 0 0.0％ 0.0％

歳　出　合　計 6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％ 100.0％

※ 目的別とは、歳出の内訳を行政目的別（総務、民生、土木など）によって分類したものです。

※ 前年度比増減率及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※ 款ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

款 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

構成比

■ 目的別予算額

【主な増額要因】
・総務費 市民会館うらわ新施設整備事業の増
・民生費 障害者自立支援給付等事業の増
・衛生費 サーマルエネルギーセンター建設工事の増
・土木費 大宮駅西口第３－Ｂ地区市街地再開発事業の増
・教育費 学校施設リフレッシュ工事の増

（３）歳出（目的別）
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1,688
(36.3)

1,692
(37.1)

1,855
(39.6)

1,914
(36.1)

1,949
(35.1)

2,003
(36.0)

2,087
(37.1)

2,186
(35.7)

2,311

(36.3)

2,385
(35.6)

337
(7.3)

396
(8.7)

386
(8.2)

941
(17.8)

975
(17.6)

890
(16.0)

910
(16.2)

932
(15.2)

972
(15.2)

1,055
(15.8)

829
(17.8)

827
(18.1)

793
(16.9)

759
(14.3)

786
(14.2)

740
(13.3)

733

(13.0)

722
(11.8)

719
(11.3)

764
(11.4)

515
(11.1)

377
(8.3)

375
(8.0)

369
(7.0)

399
(7.2)

428
(7.7)

416
(7.4)

559
(9.2)

684
(10.8)

718
(10.7)

428
(9.2)

438
(9.6)

429
(9.1)

446
(8.4)

553

(10.0)
536
(9.6)

487
(8.6)

531
(8.7)

531
(8.3)

598
(8.9)

482
(10.4)

469

(10.3)

491
(10.5)

504
(9.5)

514
(9.3)

534

(9.6)

549
(9.8)

547
(9.0)

542
(8.5)

547

(8.2)

370
(7.9)

361
(7.9)

360
(7.7)

366
(6.9)

368
(6.6)

437
(7.8)

445
(7.9)

641
(10.4)

614
(9.6)

623
(9.3)

4,649
4,560

4,689

5,301

5,545 5,568 5,627

6,118

6,373

6,690

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(億円)

民 生 費

土 木 費

教 育 費

総 務 費

そ の 他

（注）

衛 生 費

公 債 費

（注）その他とは、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費及び予備費の合計額です。

※ グラフの（ ）内は構成比です。

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

■ 目的別予算額の推移
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（単位：億円）

前年度比

増減額 増減率

3,443 3,383 ＋60 ＋1.8％ 51.5％

人 件 費 1,338 1,330 ＋8 ＋0.6％ 20.0％

扶 助 費 1,558 1,512 ＋47 ＋3.1％ 23.3％

公 債 費 546 541 ＋6 ＋1.1％ 8.2％

1,011 971 ＋40 ＋4.1％ 15.1％

969 781 ＋188 ＋24.0％ 14.5％

補 助 事 業 394 293 ＋101 ＋34.3％ 5.9％

単 独 事 業 538 465 ＋73 ＋15.7％ 8.0％

国 直 轄 事 業 負 担 金 37 24 ＋14 ＋59.3％ 0.6％

0 0 0 0.0％ 0.0％

51 50 ＋1 ＋2.0％ 0.8％

359 317 ＋42 ＋13.3％ 5.4％

58 58 0 0.0％ 0.9％

1 1 0 △10.2％ 0.0％

410 420 △10 △2.4％ 6.1％

388 391 △3 △0.8％ 5.8％

2 2 0 0.0％ 0.0％

歳　出　合　計 6,690 6,373 ＋317 ＋5.0％ 100.0％

※ 性質別とは、予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質（人件費、物件費など）によって分類したものです。

※ 前年度比増減率及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

区　分

義 務 的 経 費

物 件 費

災 害 復 旧 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費

予 備 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算

構成比

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

■ 性質別予算額

【主な増額要因】
・扶助費 障害者自立支援給付等事業の増、特定教育・保育施設等運営

事業の増
・物件費 光熱水費及び燃料費等の増
・普通建設事業費 市民会館うらわ新施設整備事業、大宮駅西口第３－Ｂ地区

市街地再開発事業等の増
・補助費等 出産・子育て応援事業の増、脱炭素先行地域事業の増

学校、保育所、高齢者・障害者施設への物価高騰支援の増

（４）歳出（性質別）
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2,278

34.100

969

14.5

546

8.2

1,558

23.3

1,338

20

割合合計

750
(16.1)

771
(16.9)

762
(16.3)

1,241
(23.4)

1,259
(22.7)

1,273
(22.9)

1,301

(23.1)

1,309
(21.4)

1,330
(20.9)

1,338
(20.0)

1,030
(22.2)

1,042
(22.8)

1,156
(24.6)

1,168
(22.0)

1,272
(22.9)

1,299
(23.3)

1,321
(23.5)

1,424
(23.3)

1,512
(23.7)

1,558
(23.3)

481
(10.4)

468
(10.3)

491
(10.5)

503
(9.5)

514
(9.3)

534
(9.6)

548

(9.7)

546
(8.9)

541
(8.5)

546
(8.2)

809
(17.4)

702
(15.4)

677
(14.4)

790
(14.9)

902
(16.3)

760
(13.7)

724
(12.9)

777
(12.7)

781
(12.3)

969
(14.5)

1,579
(33.9)

1,577
(34.6)

1,603
(34.2)

1,598
(30.2)

1,598
(28.8)

1,702
(30.5)

1,733
(30.8)

2,062
(33.7)

2,209

(34.6)

2,278
(34.1)

4,649
4,560

4,689

5,301

5,545 5,568 5,627

6,118

6,373

6,690

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26年度H27年度H28年度 H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(億円)

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

その他

（注）

普通建設
事 業 費

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

809 702 677 790 902 760 724 777 781 969

(17.4) (15.4) (14.4) (14.9) (16.3) (13.7) (12.9) (12.7) (12.3) (14.5)

2,261 2,281 2,409 2,912 3,045 3,106 3,170 3,279 3,383 3,443

(48.6) (50.1) (51.5) (54.9) (54.9) (55.8) (56.3) (53.6) (53.1) (51.5)

投資的
経費

義務的
経費

（注）その他とは、物件費、災害復旧事業費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出資金、貸付金、
繰出金及び予備費の合計額です。

※ グラフの（ ）内は構成比です。
※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

■ 性質別予算額の推移
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